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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、一部消費税等が含まれている。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、65期及び66期は潜在株式がないため記載していない。 

３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 737,327 522,336 341,739 323,352 326,344 

経常利益 
又は経常損失（△） 

(百万円) 6,418 △470 2,778 8,396 9,117

当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(百万円) 2,549 △295,902 280,213 4,387 5,275

純資産額 (百万円) 16,771 △272,899 33,457 37,955 44,839 

総資産額 (百万円) 933,839 576,030 301,464 276,232 275,649 

１株当たり純資産額 (円) 25.10 △410.98 26.10 60.26 112.74 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) 3.81 △444.81 2,112.44 33.18 40.01

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ─ 991.38 15.54 18.71

自己資本比率 (％) 1.8 △47.4 11.1 13.7 16.3 

自己資本利益率 (％) 16.9 ─ ─ 12.3 12.7 

株価収益率 (倍) 6.3 ─ 0.1 9.3 12.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 12,771 △11,839 12,813 3,838 17,617

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 41,220 58,858 12,509 △176 4,241

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △66,064 △40,086 △18,644 △16,412 △10,966

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 62,120 68,064 61,442 49,507 60,622

従業員数 (名) 6,860 5,863 4,137 3,962 3,759 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、65期及び66期は潜在株式がないため記載していない。 

３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 650,352 443,539 275,760 249,214 265,569 

経常利益 (百万円) 7,926 1,051 3,235 6,635 8,071 

当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(百万円) 2,008 △320,465 283,732 5,174 4,371

資本金 (百万円) 33,411 33,411 13,341 13,341 13,341 

発行済株式総数 
普通株式 
第１回第１種優先株式 
第２回第１種優先株式 

  
(千株) 
(千株) 
(千株) 

  
668,232 

― 
― 

668,232 
― 
― 

133,646 
16,800 
43,200 

  
133,646 
16,800 
43,200 

133,646 
16,800 
43,200 

純資産額 (百万円) 37,206 △283,918 20,318 25,383 31,197 

総資産額 (百万円) 787,045 460,736 259,963 232,713 237,875 

１株当たり純資産額 (円) 55.69 △425.36 △72.74 △34.80 9.05 

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

― 

(―)

― 

(─)

― 

(―)

― 

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) 3.00 △479.92 2,128.45 38.95 33.00

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― 1,001.51 18.29 15.47

自己資本比率 (％) 4.7 △61.6 7.8 10.9 13.1 

自己資本利益率 (％) 5.3 ― ― 22.6 15.5 

株価収益率 (倍) 8.0 ─ 0.1 7.9 14.7 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

従業員数 (名) 4,825 4,043 2,726 2,550 2,543 



２ 【沿革】 

当社は明治31年１月熊谷三太郎が個人経営の土木建築請負業を開業したのに始まる。以来、各地の鉄道工事、水力

発電所工事等に従事し、昭和13年１月資本金40万円の株式会社に組織を改め、近代経営の第一歩を踏み出した。 

設立後の主な変遷は次のとおりである。 

  

昭和20年10月 建築部を発足、建築部門に進出 

昭和23年２月 札幌、横浜、名古屋、大阪、広島、福岡支店を開設 

昭和24年３月 東京支店を開設 

昭和24年10月 建設業法により、建設大臣登録(イ)第118号の登録完了 

昭和33年10月 豊川工場を設置 

昭和37年12月 仙台支店を開設 

昭和38年11月 当社道路部を分離独立させ熊谷道路㈱(現 連結子会社)を設立 

昭和39年１月 東京営業所を東京本社に改称 

昭和39年12月 北関東支店を開設 

昭和41年12月 四国支店を開設 

昭和45年４月 東京、大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和46年２月 東京、大阪証券取引所市場第一部に上場 

昭和48年６月 建設業法の改正に伴い、建設大臣許可(特―48)第1200号を取得(以後３年ごとに免許

更新) 

昭和48年12月 北陸支店を開設 

昭和49年３月 東京本社新社屋完成 

昭和49年６月 

  

宅地建物取引業法により、宅地建物取引業者として建設大臣免許(1)第1842号を取得

(以後３年ごとに免許更新) 

昭和63年３月 筑波技術研究所を開設 

平成２年４月 仙台支店及び福岡支店をそれぞれ東北支店及び九州支店に改称 

平成３年４月 北関東支店と新潟営業所を統合し、関越支店に改称 

平成６年４月 関越支店を北関東支店に改称 

  熊谷道路㈱が㈱ガイアートクマガイに商号を変更 

平成７年10月 東関東支店を開設 

平成８年４月 豊川工場を分社化、熊谷テクノス㈱(現 連結子会社)を設立 

平成９年４月 札幌支店を北海道支店に改称 

平成９年６月 建設業法の改正に伴い、建設大臣許可(特―９)第1200号を取得(以後５年ごとに免許

更新) 

平成13年２月 東京・横浜・北関東・東関東支店を統括する首都圏支社、大阪・神戸・四国支店を

統括する関西支社を設立 

平成14年２月 福井支店を開設 

平成14年３月 熊谷テクノス㈱が、連結子会社の三豊テクノコンストラクション㈱を吸収合併し、

テクノス㈱に商号を変更 

平成15年７月 首都圏支社及び関西支社をそれぞれ首都圏支店及び関西支店に改称 

平成15年10月 不動産事業、海外ＰＦＩ等に係る投融資事業及び債権の回収事業を新設会社のニュ

ーリアルプロパティ㈱に承継させる会社分割を実施 

平成15年12月 大阪証券取引所上場廃止 

平成16年４月 ㈱ガイアートクマガイが飛島道路㈱と合併し、㈱ガイアートＴ・Ｋに商号を変更 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、主として建設事業及びその周辺関連事業を営んでおり、事業に係わる位置づけ等は次のとおりで

ある。 

   建設事業     当社及び連結子会社である㈱ガイアートＴ・Ｋ、関連会社である笹島建設㈱他が建設事業を

営んでいる。 

            また、連結子会社であるテクノス㈱は建設事業の他、建設用資機材の製造販売等を行ってい

る。 

   その他の事業   連結子会社である㈱ファテックは技術商品の提供事業を営んでおり、当社はその一部の提供

を受けている。 

            また、連結子会社である㈱テクニカルサポートは事務代行事業を営んでおり、当社は事務業

務の一部を委託している。 

  



  事業の系統図は次のとおりである。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、当連結会計年度末の事業区分を記載している。 

２ 議決権の所有割合( )内は間接所有割合で内数である。 

３ ※１は特定子会社に該当する。 

４ ※２は持分100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

名称 住所
資本金 
(百万円) 

主要な事業

の内容 

議決権の所有

(被所有)割合 
関係内容 所有割合

  
(％) 

被所有
割 合 
(％) 

(連結子会社)         

㈱ガイアートＴ・Ｋ 
※１ 
※４ 

東京都新宿区 1,000 建設事業 91.6 ―

当社の建設事業において施工協力し

ている。また、当社より建物を賃借

している他、資金援助を受けてい

る。 
役員の兼務   １名 

テクノス㈱   愛知県豊川市 470 建設事業 100 ―

当社の建設事業において施工協力し

ている。また、当社より資金援助等

を受けている。 
役員の兼務   ３名 

テクノスペース・ 
クリエイツ㈱ 

  
  
東京都新宿区 30 建設事業 100 ―

当社の建設事業において施工協力し

ている。また、当社より建物を賃借

している。 
役員の兼務   ３名 

㈱テクニカルサポート   東京都新宿区 70 その他の事業 100 ―

当社グループへのサービスを行って

いる。また、当社より建物を賃借し

ている。 
役員の兼務   ４名 

㈱ファテック   東京都新宿区 20 その他の事業
100

(10) 
―

当社と協力して技術商品の提供を行

っている。また、当社より建物を賃

借している。 
役員の兼務   ４名 

ケーアンドイー㈱   東京都新宿区 300 建設事業 100 ―

当社の建設事業において施工協力し
ている。また、当社より建物を賃借
している他、資金援助を受けてい
る。 
役員の兼務   ４名 

華熊営造股份有限公司   
台湾 
台北市 

千NT$ 
301,200 

建設事業 99.9 ―

当社の建設事業において施工協力し
ている。また、当社に建物を賃貸し
ている。 
役員の兼務   ２名 

ヒーバリミテッド   
中国 
香港特別行政区 

千HK$ 
500 

建設事業 100 ―
当社の建設事業において施工協力し
ている。 
役員の兼務   ２名 

クマガイグミ 
(マレーシア)センディ 
リアンベルハッド 

  
  
  

マレーシア
クアラルンプー
ル市 

千M$ 
250 

建設事業 100 ―
当社の建設事業において施工協力し
ている。 
役員の兼務    無 

タイクマガイカンパニー
リミテッド ※２ 

タイ 
バンコク市 

千B 
30,000 

建設事業 33.3 ―

当社の建設事業において施工協力し
ている。また、当社に建物を賃貸し
ている他、当社より資金援助を受け
ている。 
役員の兼務   ２名 

(持分法適用関連会社)         

笹島建設㈱   東京都港区 150 建設事業 35 1.0

当社の建設事業において施工協力し

ている。 
役員の兼務   １名 

㈱前田工務店   東京都江東区 98 建設事業 40 0.0

当社の建設事業において施工協力し

ている。 
役員の兼務   １名 

共栄機械工事㈱   
神奈川県 
横須賀市 

50 建設事業 40 0.1

当社の建設事業において施工協力し

ている。また、当社より資金援助を

受けている。 
役員の兼務   １名 

石田工業㈱   埼玉県東松山市 20 建設事業 30 ―

当社の建設事業において施工協力し

ている。 
役員の兼務   １名 

ジオスター㈱ ※３ 東京都文京区 3,352 建設事業 24.7 ―

当社の建設事業において施工協力し

ている。 
役員の兼務   ２名 



  
５ ※３は有価証券報告書を提出している会社である。 

６ ※４は売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えている。 
  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

主要な損益情報等 (1) 売上高 41,758 百万円

  (2) 経常利益  212   

  (3) 当期純利益 △1,071   

  (4) 純資産額 15,167   

  (5) 総資産額 34,198   

事業区分 従業員数(名) 

建設事業 3,455 

その他の事業 44 

全社(共通) 260 

合計 3,759 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

2,543 42.8 19.4 6,025,595 



第２ 【事業の状況】 

「第２ 事業の状況」における各事項の記載金額には、消費税等は含まれていない。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業部門における収益の改善及び生産設備の過剰感減少などを背景に設

備投資が拡大するとともに、新規求人数の増加及び賃金環境の持ち直しなどの雇用情勢改善により個人消費も増加

するなど、景気は着実に回復を続けた。 

建設業界においては、公共投資は引き続き減少したが、工場、店舗等の企業の設備投資が増加し、マンション等

の住宅投資も高水準に推移したため、受注環境は厳しいながらも明るい兆しが見えた。 

このような状況のもとで、当社グループの当連結会計年度における業績は、売上高は、建設受注が順調であった

ことなどから、前連結会計年度比0.9％増の3,263億円と、再建の過程で会社分割するなど事業規模を縮小してきた

当社グループにおいて、８期ぶりの増収となった。 

利益については、効率的経営を推進するなか、販売費及び一般管理費をさらに削減したことにより、営業利益は

同8.8％増の106億円、経常利益は同8.6％増の91億円となった。 

また、当期純利益については、貸倒引当金繰入額20億円、子会社における減損損失11億円等の特別損失計上もあ

ったが、同20.2％増の52億円となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、工事金の回収が順調に推移したこと等により、176億円のプラス（前連結

会計年度は38億円のプラス）となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社における土地の売却や上場株式の売却、また、長期事業貸付金の

回収等の収入が寄与し、42億円のプラス（前連結会計年度は１億円のマイナス）となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、「経営構造改革３ヵ年計画」の有利子負債削減計画を前連結会計年度に

おいて前倒しで達成していたが、当連結会計年度の収入状況により上乗せ返済を実行したこと、及び子会社におけ

る借入金の早期返済等により、109億円のマイナス（前連結会計年度は164億円のマイナス）となった。 

為替換算及び連結範囲変更による増減を含め、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は前連結会計年度末

に比べ、111億円（前連結会計年度末比22.4％）増加し、606億円となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業では「生産」を定義することが困難であり、子会社が営

んでいる事業には「受注」生産形態をとっていない事業もあるため、グループとしての生産実績及び受注実績を示す

ことはできない。また、建設事業では請負形態を取っているため「販売」という定義は実態にそぐわない。このた

め、グループ売上高の大部分を占める当社の情報を記載している。 

  

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注高にその増減額を含む。 

２ 手持工事高の下段表示額は、当事業年度末の外国為替相場に基づき海外工事の繰越工事高を修正したものであり( )内は

修正前である。また第68期次期繰越工事高の手持工事高下段表示額は、事業の進展が見込めない工事等を手持工事高から除

いており、その額は土木工事1,535百万円、建築工事5,158百万円である。 

３ 次期繰越工事時高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

４ 当期施工高は、(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。 

  

(2) 受注工事高の受注方法別比率 

工事の受注方法は、特命と競争に大別される。 

(注) 百分比は請負金額比である。 

  

期別 種類別 
前期 

繰越工事高 
(百万円) 

当期 
受注工事高
(百万円) 

計
(百万円) 

当期
完成工事高
(百万円) 

次期繰越工事高 
当期 
施工高 
(百万円) 

手持工事高
(百万円) 

うち施工高 

(％) (百万円) 

第68期 
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 土木工事 150,960 78,926 229,887 99,208 (130,678)
129,081

0.7 886 99,084

 建築工事 139,005 142,852 281,858 150,005 (131,852)
125,542

6.2 7,805 153,501

計 289,965 221,779 511,745 249,214 (262,531)
254,624

3.4 8,692 252,586

第69期 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

 土木工事 129,081 76,725 205,806 102,492 (103,314)
104,314

1.5 1,564 103,169

 建築工事 125,542 156,364 281,907 163,076 (118,830)
119,234

5.6 6,698 161,969

計 254,624 233,090 487,714 265,569 (222,145)
223,549

3.7 8,262 265,139

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％) 

第68期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

土木工事 32.4 67.6 100 

建築工事 39.9 60.1 100 

第69期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

土木工事 32.2 67.8 100 

建築工事 41.9 58.1 100 



(3) 完成工事高 

  

(注) １ 完成工事のうち、主なものは次のとおりである。 

 第68期請負金額35億円以上の主なもの 

  
 第69期請負金額65億円以上の主なもの 

２ 第68期及び第69期ともに、売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

  

期別 区分

国内 海外 合計 
(B) 

(百万円) 官公庁 
(百万円) 

民間
(百万円) 

(A)
(百万円) 

(A)/(B) 
(％) 

第68期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

土木工事 59,801 24,080 15,326 15.4 99,208 

建築工事 18,464 123,180 8,361 5.6 150,005 

計 78,265 147,260 23,687 9.5 249,214 

第69期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

土木工事 59,223 24,521 18,747 18.3 102,492 

建築工事 19,158 139,379 4,538 2.8 163,076 

計 78,382 163,901 23,285 8.8 265,569 

茨城県 ６国補大北川総合開発事業第１－１号 小山ダム本体工事 

日本道路公団 第二東名高速道路富士川トンネル西(その３)工事 

三井不動産株式会社 パークシティ能見台ブロードエア新築工事 

京浜急行電鉄株式会社・京急
不動産株式会社 

京急シティ追浜共同住宅新築工事

ザ・メディカルシティー ニューメディカルシティー新築工事 

東京電力株式会社 神流川発電所新設工事（Ⅰ期）のうち土木工事（導水路工区） 

石川県 大聖寺川総合開発事業 九谷ダム建設工事 

三井不動産株式会社・相鉄不
動産株式会社・新日石不動産
株式会社 

（仮称）ニューシティ東戸塚中央街区Ａ棟新築工事 

デリーメトロ鉄道公社 デリー高速輸送システム（地下鉄）ＭＣ１Ａ工区 

台北金融大樓股份有限公司 台北国際金融センター建設工事 



(4) 手持工事高（平成18年３月31日現在） 

  

(注) 手持工事のうち、請負金額60億円以上の主なもの 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済は、原油価格高騰と長期金利の上昇の影響が懸念されるが、企業収益回復に基因した設備投資と

個人消費の拡大により、民間需要を中心とした景気の安定的な成長が続くものと見込まれる。 

建設業界においては、設備投資が増加し、住宅投資も雇用、所得環境の改善の影響を受けて堅調に推移すると考え

られるが、公共投資の減少基調と併せて、建設会社数の供給過剰の構図は変わっておらず、受注競争が一層激化する

など、依然として厳しい状況が続くと予想される。 

このような状況の中で、当社は、持続的な安定成長を見据えた諸施策を実施して行く。 

国内土木事業については、激化する公共土木工事の受注競争に対応できる体制を構築し、これまでに培ってきた技

術力を結集して、全社の総力を挙げた技術提案、営業活動を行い、コスト力と技術力に裏付けされた受注戦略を展開

して行く。またモバイル事業（携帯電話の無線基地局建設）などの民間土木や、土木リニューアルに注力し、縮小傾

向にある市場に迅速に対応して行く。 

国内建築事業については、主軸である従来型建築事業の企画提案力、技術営業力及びアフターケアを強化し顧客満

足を徹底的に追求するとともに、これまでの豊富な施工実績をベースに「建物再生」の切り口で需要を掘り起こす提

案型維持再生事業、フィー収益や事業参画型の工事受注の獲得を目指す新ニーズ型事業への取り組みにより、事業基

盤を強化して行く。 

海外事業については、営業基盤が確立している地域を中心に、より営業深度を深め、さらなる収益力の強化を図っ

て行く。 

当社としては、引き続き「お客様に感動を」をスローガンとして掲げ、発注者の皆様並びに建物完成後にご利用さ

れる方々にご満足いただくことはもとより、50年後、100年後の世代にも評価をいただけるよう「堂々とした誠実なも

のづくり」を目指して行く所存である。また、「法の完全遵守」をより一層徹底し、広く社会から信頼されるよう努

めていく。 

  

区分 

国内 海外 合計 
(B) 

(百万円) 官公庁 
(百万円) 

民間
(百万円) 

(A)
(百万円) 

(A)/(B)
(％) 

土木工事 61,799 22,591 19,924 19.1 104,314 

建築工事 12,975 105,241 1,017 0.9 119,234 

計 74,774 127,832 20,942 9.4 223,549 

独立行政法人鉄道建設・運輸
施設整備支援機構 

東北幹、三本木原Ｔ他１、２、３ 平成20年２月完成予定 

武蔵浦和駅第８－１街区市街
地再開発組合 

武蔵浦和駅第８－１街区第一種市街地再開発事
業 施設建築物新築工事 

平成18年６月完成予定 

株式会社大京・関電不動産株
式会社 

（仮称）糸屋町プロジェクト新築工事 平成19年２月完成予定 

西オーストラリア州公共交通
局 

パース南西鉄道建設工事 パッケージＦ 平成18年10月完成予定 

スリランカ政府道路開発庁 ＡＤＢ南部高速道路建設工事 平成20年２月完成予定 



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

(1) 海外における事業展開について 

当社は、昭和30年代より海外に進出し、香港、オーストラリアにおける海底トンネルなどの大型プロジェクトを

はじめ、世界各国で数多くの施工実績を残している。当連結会計年度も世界一の超高層ビルとなる台北国際金融セ

ンターを完成させるなど、東南アジア諸国を中心に建設事業を展開しているが、海外における事業には、その国の

経済や政情等において予期せぬ事象が発生するリスクが内在しており、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可

能性がある。 

(2) 為替レートの変動リスクについて 

当社グループの海外事業は、東南アジア諸国を中心に数カ国に亘っており、事業拠点の現地通貨の他、米ドル等

による外貨建取引を行っている。為替レートは、現地での外貨建取引及び外貨建の資産、負債、収益、費用を当社

で円換算する場合に関係し、当該為替レートの変動の状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

がある。 

(3) 金利変動リスクについて 

当社グループは金融機関等からの借入に対し、必要に応じて金利スワップ取引等により、金利変動リスクの低減

に努めている。しかしながら、金利水準の急激な上昇など、将来の金利情勢は当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性がある。 

(4) 法的規制について 

当社及び連結子会社の一部は建設事業の運営に際し、建設業法、建設リサイクル法等の法律により規制を受けて

いる。現時点では、事業運営に支障をきたすような法的規制はないが、これらの法規制が強化された場合等には、

適宜対応が必要となる。また、環境基準等においてもＩＳＯ14001の認証を取得するなど、環境管理体制に万全を期

しているが、万が一、施工した施設等に環境汚染等不測の事態が発生した場合には、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性がある。 

(5) 建設市場の動向について 

当社グループは、建設市場が持続的に縮減する現環境下においても、安定した収益を創出、維持できる経営基盤

の確立に努めている。しかしながら、予期せぬ事象等により市場が急激に縮減した場合は、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性がある。 

(6) 建設事業における自然条件の影響について 

建設事業において、地質や地盤の状況、天候等の自然条件が工事施工に影響を及ぼす可能性があり、場合によっ

ては、工事遅延や不測の費用が発生する畏れがある。事前調査、工程管理等を徹底しこれらに対応しているが、自

然環境面での予期せぬ事象等により工事収益が圧迫される可能性は残っている。 

(7) 建設事業における労働災害、事故の影響について 

当社は、工事施工にあたって、早くから安全衛生マネジメントシステムを確立し、労働災害、事故の根絶に努め

ており、安全成績において業界平均を大きく上回る実績を継続してあげている。 

万が一、労働災害、事故が発生した場合、補償等に要する費用面での負担は各種保険により軽減されるものの、

重大な労働災害、事故は、信用の失墜につながり、関係諸官庁等から工事入札の指名停止となるなど、当社グルー

プの業績に影響を受ける可能性がある。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項なし。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、企業業績に対して即効性のある技術・商品の開発、各種技術提案に直結した技術

の開発、中長期的市場の変化を先取りした将来技術の研究、開発技術の現業展開と技術部門の特性を生かした技術営

業、総合的技術力向上のための各種施策からなっており、社会経済状況の変化に対し機動的に対応できる体制をとっ

ている。 

当連結会計年度は、研究開発費として14億円を投入した。 

当連結会計年度における主な研究開発成果は、次のとおりである。 

(1) 低周波音の映像化装置（低周波音用“音カメラ”）を開発 

低周波音の発生方向を特定し、視覚的に表示する装置を開発した。音の発生方向、音の大きさ（音圧レベル：

dB）、音の高さ（周波数：Hz）を特定し、デジタルカメラから取り込んだ画像上にそれらを表示する。平成13年に

開発した同種装置では不可能であった100Hz以下の低周波音や、特に人の耳では聞くことができない20Hz以下の超低

周波音の映像化も実現した。今後は、様々な音環境に本装置を適用して、その有効性を検証していく予定である。 

(2) 簡易な継手でコストを削減できる「ＥＡＳＹセグメント」の開発 

シールド工事費の中で大きな比率を占めるセグメントに着目し、覆工に必要な構造を原点から見直しコストダウ

ンを図った「ＥＡＳＹセグメント」を開発した。リング継手は単純なピン構造、セグメント継手は地盤性状や用途

によってインサート継手とフラット突合せ構造を使い分けることにより合理化を図った。 

(3) 中継型ＶＲＳによるＲＴＫ－ＧＰＳ測量の導入で効果を確認 

真喜屋ダム建設工事において、中継型ＶＲＳを国内で初めて導入し、ＧＰＳ測量に対するコストの削減と、施工

管理に対するコストの低減などを実現した。今後はこれまで適用が困難であった小規模現場への導入や、建設機械

の運行管理への適用を図る予定である。 

(4) 杭および基礎構造の耐震性を高める杭頭接合法（ＨＲパイル工法）を開発 

場所打ちコンクリート杭の杭頭部を凸型に成型し、その頂部の面積を杭軸部以下に縮小、杭頭部の固定度を低減

することで杭頭に生じる曲げモーメントの低減を図る「ＨＲパイル工法」は、前連結会計年度に開発が完了し、日

本建築センターの性能評定を取得したが、今回杭径の適用範囲をφ2000からφ2800まで拡張し、杭頭接合部の靭性向

上を見直す変更申請審査を終了した。これまでの実績は、建物棟数７物件、杭本数156本、コストダウン効果は最大

10～15％程度を達成している。 

(5) シールド工法とＮＡＴＭの利点を備えた新しいトンネルシステム「ＳＥＮＳ」の開発 

シールドにより「切羽保持」と「掘削」を行い、一次支保材としてセグメントでなく場所打ちコンクリートライ

ニングを利用し、覆工の変位収束後に荷重を受け持たない化粧巻きとして二次覆工コンクリートを打設することで

「覆工」を構築するシステム「ＳＥＮＳ」を（独）鉄道建設・運輸施設設備支援機構と共同で開発し、東北新幹線

三本木原トンネル工事に採用した。このシステムは、ＮＡＴＭとシールド工法の境界領域の地盤に対する工法とし

て、さらに大深度開発に展開を図る予定である。 

(6) 杭頭処理を効率化し杭主筋の定着頂部を保護する「ストレッチ式杭キャップを開発」 

場所打ち杭を施工する際、ハツリなどの杭頭処理を効率化し、杭主筋の定着頂部を保護する「ストレッチ式杭キ

ャップ」を開発し実用化した。形状はドーナツ状の鋼製円筒管とし、杭頭処理時のハツリ作業を省力化、掘り起こ

し時の杭鉄筋定着頂部の曲げ防止、損傷防止を実現、更に全体コストの５～15％削減、運搬効率の倍化も達成して

いる。また、作業に伴う騒音振動が激減されることにより、工事環境の改善にも繋がっている。 

(7) 放射化特性を低く抑えた「低放射化コンクリート」を開発し、先端医療施設に適用 

コンクリートが中性子線を浴びると自らがガンマ線を放射するようになる「放射化」特性を、材料組成の綿密な

検討により低く抑えた「低放射化コンクリート」を開発し、先端医療施設を有する病院建設工事に初めて適用し

た。近年の先端医療技術の発展に伴う放射線診断・治療の普及によって、放射線施設のメンテナンス作業員や利用

者に対する健康上の配慮が重要となってきている。今後これらの施設への需要が増加すると考えられ、医療施設の

ほかに、原子力関連施設などの各種放射線関連施設への適用を行っていく予定である。 

(8) 集合住宅のバルコニーの風切り音を防止する技術を開発。 



近年、集合住宅は、高層化や臨海地域、高台など日常的に強風となる地域への建設が増加している。集合住宅の

バルコニーには、アルミ製格子手摺が採用されることが多く、風切り音と振動が発生し、建物への悪影響や入居者

のクレームへ繋がることも懸念される。今回、集合住宅におけるバルコニーの風切り音が発生しやすい個所を、コ

ンピューターシュミレーションや風洞実験により特定する技術を開発した。また、風切り音が生じにくい手摺を同

時に開発し、建物の計画段階から既存建物のリニューアルまで、幅広く集合住宅のバルコニー風切り音を防止する

ことを可能とした。今後はデベロッパーや設計事務所へ積極的な提案をしていく。 

(9) スレンダーな超高層マンションへの免震化技術の導入を実現 

最近、耐震安全性に対する関心が高まり、超高層建物に対しても免震技術の導入ニーズが高まりつつある。しか

し、超高層建物の中でも、高さに対して幅が小さい建物への適用は、従来不可能とされていた。今回、超高層かつ

スレンダーな形状のマンションに対して、免震技術の適用に成功、現在施工中である。今後も超高層建物への免震

技術の適用を積極的に行い、耐震安全性が高く、更新性に優れた超高層免震マンションの建設を行っていく予定で

ある。 

(10) 減音効果の大きいフード用ダクトサイレンサーを開発（商品名：サイレントダクトＦＫ） 

外部騒音の大きい場所に立地する集合住宅において、レンジフードダクトから室内に伝搬する騒音を大幅に低減

することのできるダクトサイレンサーを開発した。道路や鉄道沿線に立地する集合住宅では、キッチンのレンジフ

ードから外部騒音が入射してくる。今回開発のダクトサイレンサーは、居室内の一般厨房ダクトの寸法で天井内に

設置でき、かつ、減音効果の大きいものである。今後はデベロッパーや設計事務所に対して、集合住宅の音環境提

供ツールとして積極的に提案していく予定である。 

(11) 技術研究所を計量証明事業所として登録 

当社は、計量法第107条に基づく計量事業登録を、技術研究所のある茨城県に対して申請し、同技術研究所を濃度

計量事業所として登録した。分析項目は、水質・土壌関連で全項目中80％、大気関連で同60％をカバーしている。

今後は建設会社としての特性を活かした分析業務・事業の推進、並びに現業支援や研究開発に積極的に活用してい

く予定である。 

(12) 「インピーダンス法による床衝撃音レベル予測計算法の解説」手引書を作成 

集合住宅における新たな床衝撃音レベルの予測手法を提案し、さらに設計者が簡単に床衝撃音レベルを計算し、

スラブ厚さ等を算定できるように「インピーダンス法による床衝撃音レベル予測計算法の解説」として手引書を作

成した。最近のスケルトンインフィルやフリープラン等、大型スラブの設計に対応できる、新たな床衝撃音レベル

の予測手法を提案し、同予測手法の精度向上と普及を図るため、解説書と表計算ソフトで簡単に予測計算ができる

シートを無料で配布している。今後は、集合住宅の床衝撃音レベルの予測検討を行う際の重要ツールとして位置付

けし、デベロッパーや設計事務所への積極的な提案をしていく。 

(13) サイレントスラブ－プレストレストコンクリート板を開発 

フジモリ産業株式会社のハーフプレキャスト板「ＦＳ板」と株式会社ファテック（当社子会社）のサイレントボ

イト型枠を組み合わせ、プレストレスを導入した「サイレントスラブ－プレストレストコンクリート板、略称：サ

イレントスラブ－ＰＣ板」を開発した。これは前連結会計年度に開発を行った段差のないスラブに引き続き、段差

付きスラブを開発したものである。また、従来のＦＳ板に最小限のプレストレスを導入することで、支保工を低減

することができるハーフプレキャスト板も同時開発した。これら一連の開発の結果、これまで同様の高い床衝撃音

遮断性能を有する合成スラブが、あらゆるスパンに対して適用可能となった。 

(14) 積載荷重を抑えた簡易システム型の屋上ビオトープを開発 

屋上緑化技術は、ヒートアイランド現象を抑制するための対策の一つとして期待されており、当社ではこれまで

ホタルビオトープの応用として「屋上ホタルビオトープ」の開発を行ってきた。今回の開発は、一般のビル屋上へ

の展開を図るために、軽量化と施工性に加えコスト低減を念頭に置き、通常のビル屋上の積載荷重180kg/㎡以下を

達成した簡易なコンテナ型システムのビオトープとなっている。平成17年夏から、茨城県つくば市の当社技術研究

所において実証実験による検証を行っており、今後もモニタリングを継続し、その成果をもとに新屋上緑化工法と

して積極的に展開を図る予定である。 

(15) 放電による衝撃波を利用した破砕技術（ＰＡＢ工法“プラズマ破砕工法”）をトンネル現場で初適用 

破砕対象物である硬岩やコンクリートに穿孔し、その内に充填された水等の液体に挿入した電極に高出力放電を

行い、この時生じたプラズマが急激に膨張することにより衝撃波を発生し、周辺の破砕対象物に伝わり破砕する技

術「ＰＡＢ」工法を前連結会計年度までに開発していた。これまで、クレーン基礎、鉄塔基礎や擁壁の破砕などを



実施してきたが、今回、その特徴である低騒音・振動及び飛散がないことを活かして、環境規制の厳しい焼山ト

ンネル工事に適用し、制御発破との併用で破砕効果を確認した。今後は、深礎工の岩盤掘削、さらにビルのコンク

リート壁や道路床版等の部材厚の薄いものへの適用においても積極的に展開させていく予定である。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。連結財務諸表の作成にあたっては、当連結会計年度における資産、負債並びに収益、費用の金額に影響する

見積り、判断及び仮定が必要となり、これらは継続した評価、過去の実績、経済等の事象、状況及びその他の要因

に基づき算定を行っているが、本質的に不確実性を内包しており、実際の結果とは異なる場合がある。 

当社グループの重要な会計方針のうち見積り、判断及び仮定による算定が含まれる主な項目は、貸倒引当金、完

成工事補償引当金、退職給付費用、工事進行基準による収益認識、繰延税金資産等があり、当該見積り、判断及び

仮定と実際の結果に重要な差異が生じた場合は、当社グループの連結財務諸表に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

売上高は、前連結会計年度に比べ29億円(前連結会計年度比0.9％)増加し、3,263億円となった。内外で大きく減

収となった子会社があったが、当社において、受注とともに工事が順調に進捗し、増収となった。 

なお、当社グループの事業内容は、建設事業とその他の事業に大別されるが、その他の事業に重要性がないた

め、連結損益計算書上は区分していない。 

② 売上総利益 

売上総利益は、前連結会計年度と同水準の266億円となった。売上総利益率も、前連結会計年度と同じく8.2％で

あった。 

③ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ８億円(同5.2％)減少し、159億円となった。人員減少に伴う人

件費の減少が主な要因である。 

④ 営業利益 

営業利益は、販売費及び一般管理費の削減により、106億円と前連結会計年度に比べ８億円(同8.8％)の増益とな

った。 

⑤ 営業外損益 

営業外収益は、前連結会計年度に比べ１億円(同9.3％)減少し、10億円となった。 

営業外費用は、前連結会計年度と同水準の25億円となった。有利子負債の圧縮により支払利息は減少したが、当

社において雑支出が増加した。なお、主に建設事業を営む持分法適用関連会社の業績を受け、持分法投資損失0.2

億円を計上している。 

為替差損益については、米ドル他の外国通貨に対して円安にふれたことにより、外貨建預金や債権の換算差益が

発生し、２億円の為替差益を計上している。 

受取利息及び受取配当金から支払利息を差引いた金融収支は、支払超過額が前連結会計年度の15億円から５億円

改善し、10億円となった。 

⑥ 経常利益 

経常利益は、営業利益の増加により、91億円と前連結会計年度に比べ７億円(同8.6％)の増益となった。 

⑦ 特別損益 

特別利益には、過年度の一括損失処理を起因とする前期損益修正益、固定資産売却益及び投資有価証券売却益

等、合計23億円を計上した。 

特別損失には、債権評価見直しによる貸倒引当金の繰入の他、子会社における減損損失、長期の賃貸借契約の解

約に係る費用など、合計51億円を計上した。 

⑧ 法人税等 

法人税、住民税及び事業税７億円に繰延税金資産の回収可能性の見直しにより、法人税等調整額３億円を計上し



ている。 

⑨ 少数株主利益 

少数株主に帰属する損失等、0.8億円を計上した。 

⑩ 当期純利益 

以上により、当期純利益は、前連結会計年度に比べ８億円(同20.2％)増加し、52億円となった。 

  

(3) 当連結会計年度の財政状態の分析 

① 資産 

資産は、前連結会計年度に比べ５億円(前連結会計年度比0.2％)減少し、2,756億円となった。 

流動資産は、前連結会計年度に比べ32億円(同1.5％)増加し、2,207億円となった。完成工事未収入金の回収等に

より現金預金が110億円増加し、受取手形・完成工事未収入金等が95億円減少している。 

固定資産は、前連結会計年度に比べ38億円(同6.5％)減少し、548億円となった。減損等により、有形固定資産が

18億円、長期保証金の減少等により、その他投資等が18億円減少している。 

② 負債 

負債は、前連結会計年度に比べ73億円(同3.1％)減少し、2,294億円となった。 

流動負債は、前連結会計年度に比べ336億円(同21.0％)増加し、1,939億円となった。短期借入金が、返済及び長

期借入金からの振替により317億円増加している。 

固定負債は、前連結会計年度に比べ409億円(同53.6％)減少し、354億円となった。長期借入金が、返済及び短期

借入金への振替により425億円減少している。 

なお、短期借入金と長期借入金の合計の有利子負債でみると、返済により前連結会計年度に比べ108億円減少

し、595億円となった。 

③ 少数株主持分 

少数株主持分は、前連結会計年度に比べ１億円(同9.0％)減少し、13億円となった。子会社における減損等の影

響である。 

④ 資本 

資本の残高は、当期純利益の計上により利益剰余金が52億円増加したほか、市場価格の上昇に伴いその他有価証

券評価差額金が16億円増加したため、前連結会計年度に比べ68億円(同18.1％)増加し、448億円となった。 

この結果、自己資本比率は16.3％と同2.6ポイント向上している。 

  

(4) 「経営構造改革３ヵ年計画」に対する当社の当事業年度の経営成績等の分析 

「経営構造改革３ヵ年計画」の最終年度であった当事業年度の受注高は、景気回復を背景に企業の設備投資意欲

が増加し、国内建築工事の受注が好調であったため、計画値1,950億円を380億円上回り、2,330億円(対計画値達成

率119.5％)となった。 

完成工事高は、受注高が前事業年度から計画値を上回って推移していることなどから、計画値2,162億円を493億

円上回り、2,655億円(同122.8％)となった。 

利益面では、営業利益は、完成工事高の増加等により、計画値84億円を13億円上回り、97億円(同115.3％)とな

り、経常利益も、計画値66億円を14億円上回り、80億円(同121.6％)となった。 

なお、有利子負債残高については、借入金の返済を積極的にすすめた結果、前事業年度に比べ68億円減少し、582

億円となり、計画最終年度における有利子負債残高の計画値683億円を101億円上回る削減を達成した。 



第３ 【設備の状況】 

「第３ 設備の状況」における各事項の記載金額には、消費税等は含まれていない。 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、主に工事用機械の取得・更新を行い、その総額は、３億円であった。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

  

(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

  
(注) １ 帳簿価額には建設仮勘定を含まない。 

２ 上記主要な設備に係る土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借している。年間賃借料は630百万円であり、土地の面

積については（ ）内に外書きで示している。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

継続的に工事用機械の更新、既存施設の保守等の投資を予定しているが、特記すべき設備の新設及び除却等の計画

はない。 

事業所名 
(所在地) 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物 

構築物 

機械運搬具
工具器具 
備品 

土地 
合計 

面積:㎡ 金額 

東京本社 
(東京都新宿区) 

1,593 300
53,635
(9,747)

5,070 6,964 235

首都圏支店 
(東京都新宿区) 

0 39
(60)

－ 39 826

関西支店 
(大阪市都島区) 

83 31 718 614 729 377

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業区分 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物 

構築物 

機械運搬具
工具器具 
備品 

土地 
合計 

面積:㎡ 金額 

㈱ガイアートＴ・Ｋ 
本社及び支店 
(東京都新宿区) 

建設事業 1,163 778
185,606
(94,790)

4,883 6,825 611

テクノス㈱ 
本社及び支店 
(愛知県豊川市) 

建設事業 321 94
56,912
(3,000)

2,534 2,949 91

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業区分 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物 

構築物 

機械運搬具
工具器具 
備品 

土地 
合計 

面積:㎡ 金額 

華熊営造股份有限公司 
本社及び支店 
(台湾台北市) 

建設事業 33 0 42 11 44 129



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 第１回及び第２回第１種優先株式の概要は次のとおりである。 

(1) 優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、優先株主（登録株式質権者を含む。以下同じ。）に対し普通株主（登録株式質権者を含む。

以下同じ。）に先立ち、優先株式１株につき年50円を上限として、次の算式により計算される優先配当金を支払う。 

優先配当金 ＝ 払込金額（500円）×（日本円TIBOR（６ヶ月物）＋ 1.5％） 

なお、ある事業年度において優先株主に対して行う金銭による剰余金の配当の額が優先配当金の額に達しないときは、そ

の不足額は翌事業年度以降に累積しない（非累積型）。また、優先株主に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当は行

わない（非参加型）。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、優先株主に対し普通株主に先立ち、優先株式１株につき500円を支払う。 

(3) 株式の分割または併合、募集株式の割当てを受ける権利等 

法令に定める場合を除き、優先株式について株式の併合または分割を行わない。また、優先株主には募集株式の割当てを

受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

(4) 議決権 

優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

(5) 取得請求権 

優先株主は、第１回第１種優先株式においては平成18年10月１日以降平成33年９月30日まで、第２回第１種優先株式にお

いては平成20年10月１日以降平成35年９月30日までの間（以下「取得請求期間」という。）、いつでも次の条件で、その保

有する優先株式を当社が取得するのと引換えに普通株式を交付することを請求することができる。 

① 取得と引換えに交付する普通株式数の算定方法 

優先株式の取得と引換えに交付する普通株式数は、優先株主が取得請求のために提出した優先株式の払込金額総額を取得

価額で除して得られる数とする。 

② 当初取得価額 

当初取得価額は、200円とする。 

③ 取得価額の修正 

取得価額は、第１回第１種優先株式においては平成19年10月１日以降平成32年10月１日まで、第２回第１種優先株式にお

いては平成21年10月１日以降平成34年10月１日までの間、毎年10月１日（以下「取得価額修正日」という。）における時価

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 714,000,000 

第１回第１種優先株式 16,800,000 

第２回第１種優先株式 43,200,000 

計 774,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 133,646,504 133,646,504
東京証券取引所
(市場第一部) 

─ 

第１回 
第１種優先株式 

16,800,000 16,800,000 ― (注)

第２回 
第１種優先株式 

43,200,000 43,200,000 ― (注)

計 193,646,504 193,646,504 ― ― 



に修正されるものとする。当該時価が100円（以下「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下

限取得価額とする。また、当該時価が400円（以下「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額は上限

取得価額とする。ただし、取得価額が取得価額修正日までに下記④により調整された場合には、下限取得価額及び上限取得

価額についても同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とする。 

④ 取得価額の調整 

優先株式発行後、時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は処分する場合や、株式の分割又は無償割当てにより

普通株式を発行又は処分する等の場合、取得価額を所定の算式により調整する。 

また、合併、資本金の額の減少又は会社の分割等により取得価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断す

る価額に変更される。 

(6) 取得条項 

取得請求期間の末日（以下「優先株式取得基準日」という。）が経過した場合には、取締役会の決議を経て、当社の普通

株式を交付するのと引換えに、優先株式を全て取得することができる。 

優先株式の取得により交付する普通株式数は、優先株式１株の払込金額相当額を優先株式取得基準日の翌日に先立つ45取

引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値で除して得ら

れる数とする。ただし、当該平均値が下限取得価額又は52円のいずれか高い金額を下回るときは、優先株式１株の払込金額

相当額を当該いずれか高い金額で除して得られる数とする。また、当該平均値が上限取得価額を上回るときは、優先株式１

株の払込金額相当額を上限取得価額で除して得られる数とする。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 第64期損失処理により、資本準備金を欠損填補に充てたための減少である。 

２ 第66期損失処理により、資本準備金を欠損填補に充てたための減少である。 

３ 平成15年６月27日開催の第66期定時株主総会決議に基づく、普通株式５株を１株とする株式併合による発行済株式総数の

減少及び欠損填補のための資本金減少である。 

４ 取引金融機関等５社を割当先とする第三者割当増資による増加である。 

株式の種類 ―第１回第１種優先株式及び第２回第１種優先株式 

発行形態  ―有償、第三者割当 

発行価額  ―１株につき500円 

資本組入額 ―１株につき250円 

５ 平成15年６月27日開催の第66期定時株主総会決議に基づく、会社分割による減少である。 

  

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年６月28日 
(注)１ 

― 668,232,523 ― 33,411 △120,231 212

平成15年６月27日 
(注)２ 

― 668,232,523 ― 33,411 △212 ―

平成15年８月５日 
(注)３ 

△534,586,019 133,646,504 △30,070 3,341 ― ―

平成15年10月１日 
(注)４ 

60,000,000 193,646,504 15,000 18,341 15,000 15,000

平成15年10月１日 
(注)５ 

― 193,646,504 △5,000 13,341 △5,073 9,926



(4) 【所有者別状況】 

① 普通株式 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式1,402,298株は「個人その他」に1,402単元及び「単元未満株式の状況」に298株含めて記載している。なお、自

己株式1,402,298株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有高は1,401,298株である。 

２ 証券保管振替機構名義の株式78,700株は「その他の法人」に78単元及び「単元未満株式の状況」に700株含めて記載して

いる。 

  

② 第１回第１種優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

③ 第２回第１種優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 44 31 242 112 3 10,005 10,437 ―

所有株式数 
(単元) 

― 42,238 3,165 21,461 26,771 6 28,935 122,576 11,070,504

所有株式数 
の割合(％) 

― 34.46 2.58 17.51 21.84 0.00 23.61 100 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 2 ― ― ― ― ― 2 ―

所有株式数 
(単元) 

― 16,800 ― ― ― ― ― 16,800 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 100 ― ― ― ― ― 100 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 1 ― 2 ― ― ― 3 ―

所有株式数 
(単元) 

― 41,200 ― 2,000 ― ― ― 43,200 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 95.37 ― 4.63 ― ― ― 100 ―



(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成18年３月31日現在 

(注) １ ㈱日興コーディアルグループから平成17年５月11日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成17年４月

30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けたが、当社としては、当事業年度末現在における実質所有株式

数の確認ができないので、上記大株主の状況に含めていない。 
  

   ２ ㈱UFJ銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）から平成17年10月７日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成17

年９月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けたが、当社としては、当事業年度末現在における実質所

有株式数の確認ができないので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載している。 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株 
式数の割合(％) 

土地興業株式会社 東京都新宿区袋町３番地 12,747 9.53 

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 10,453 7.82

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 5,913 4.42 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,761 4.31

ステート ストリート バンク アンド 
トラスト カンパニー 505019 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室) 

AIB  INTERNATIONAL  CENTRE  P.O.BOX  518 
IFSC DUBLIN,IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

3,954 2.95

熊谷組互助会 東京都新宿区津久戸町２番１号 3,883 2.90 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 3,881 2.90 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 3,540 2.64 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,539 2.64 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュ
リティーズ(ジャパン)リミテッド(ビ
ー・エヌ・ピー・パリバ証券会社) 

東京都千代田区大手町１丁目７番２号
東京サンケイビル 

1,953 1.46

計 ― 55,625 41.62 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

日興コーディアル証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 71 0.05 

日興アセットマネジメント株式会社
東京都千代田区有楽町１丁目１番３号
東京宝塚ビル 

2,307 1.72 

日興シティグループ証券株式会社 東京都港区赤坂５丁目２番20号 3,472 2.59 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

株式会社UFJ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21番24号 4,806 3.59 

UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番３号 636 0.47 

UFJパートナーズ投信株式会社 東京都中央区日本橋２丁目３番４号 626 0.46 

UFJつばさ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１番３号 80 0.05 



  
   ３ アクサ・ローゼンバーグ・インベストメント・マネジメント㈱から平成18年３月８日付で提出された大量保有報告書によ

り、平成18年２月28日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けたが、当社としては、当事業年度末現在にお

ける実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況に含めていない。 
  

  

② 第１回第１種優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

③ 第２回第１種優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

アクサ・ローゼンバーグ・インベス
トメント・マネジメント株式会社 

東京都渋谷区渋谷２丁目12番19号 7,148 5.34 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株 
式数の割合(％) 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 8,800 52.38 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 8,000 47.62 

計 ― 16,800 100 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株 
式数の割合(％) 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 41,200 95.37 

土地興業株式会社 東京都新宿区袋町３番地 1,800 4.17 

笹島建設株式会社 東京都港区南青山２丁目22番３号 200 0.46 

計 ― 43,200 100 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ78,000株

(議決権78個)及び700株含まれている。 

２ 「単元未満株式」の普通株式には、以下の自己保有株式及び相互保有株式が含まれている。 

       自己保有株式 株式会社熊谷組   298株 

       相互保有株式 株式会社前田工務店 181株 

              笹島建設株式会社   17株 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)ある。なお、当該株

式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含まれている。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 優先株式   60,000,000 ―
「(1)株式の総数等」の「②
発行済株式」参照 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

（自己保有株式）
普通株式   1,401,000 

― ― 

（相互保有株式）
普通株式   1,742,000 

─ ─ 

完全議決権株式(その他) 普通株式  119,433,000 119,433 ― 

単元未満株式 普通株式   11,070,504 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 193,646,504 ― ― 

総株主の議決権 ― 119,433 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有株 
式数の割合(％) 

(自己保有株式)     

株式会社熊谷組 （注） 東京都新宿区津久戸町２
番１号 

1,401,000 ― 1,401,000 1.04

(相互保有株式)    

株式会社前田工務店 東京都江東区富岡１丁目
22番26号 

27,000 ― 27,000 0.02

笹島建設株式会社 東京都港区南青山２丁目
22番３号 

1,455,000 ― 1,455,000 1.08

共栄機械工事株式会社 神奈川県鎌倉市岩瀬１丁
目21番７号 

260,000 ― 260,000 0.19

計 ― 3,143,000 ― 3,143,000 2.35



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項なし。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項なし。 

  

３ 【配当政策】 

配当政策としては、経営基盤の強化並びに事業収益拡大のために内部留保の充実を図るとともに、当期業績や中長

期の業績見通し、経営環境等を勘案し、株主へ適正かつ安定的に利益還元することを経営上の基本政策としている。 

当期の株主配当金については、なお一層の経営基盤の強化が必要であると判断し、無配を継続させていただいた。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。 

  

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 75 30 244 394 549 

最低(円) 16 9 16 199 256 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 544 545 545 549 501 493 

最低(円) 443 444 471 408 418 427 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式
数(千株)

取締役社長 
(代表取締役) 

執行役員社長 大 田   弘 昭和27年12月30日生

昭和50年４月

平成11年11月

平成14年４月

平成15年６月

平成15年６月

平成17年４月

平成17年４月

当社入社

当社経営企画本部長 
当社執行役員 
当社常務取締役 
当社常務執行役員 
当社取締役社長(現任) 
当社執行役員社長(現任) 

14

取締役副社長 
(代表取締役) 

  
執行役員副社長 
土木事業本部担当 
安全環境統括部担

当 

山 口 啓 二 昭和18年７月14日生

昭和42年４月

平成９年４月

平成９年６月

平成９年12月

平成10年１月

平成11年４月

平成12年７月

平成12年12月

平成13年１月

平成13年２月

平成14年12月

平成15年６月

平成15年６月

平成15年７月

平成15年７月

平成18年４月

当社入社

当社土木本部長代行 
当社取締役 
当社大阪支店長代行 
当社大阪支店長 
当社常務取締役 
当社専務取締役 
当社取締役副社長(現任) 
当社執行役員副社長(現任) 
当社関西支社長 
当社北陸支店管掌 
当社土木本部長 
当社安全本部担当 
当社土木事業本部長 
当社安全環境統括部担当(現任) 
当社土木事業本部担当(現任) 

46

取締役副社長 
  

執行役員副社長 
情報システム担当 

髙 木 秀 宣 昭和22年１月１日生

平成10年６月

平成11年５月

平成11年６月

平成11年６月

平成11年６月

平成12年１月

平成12年４月

  
平成12年４月

平成13年１月

平成13年５月

平成13年５月

平成13年６月

平成17年４月

平成17年４月

平成17年６月

平成17年６月

㈱住友銀行取締役

同行本店支配人東京駐在 
当社顧問 
当社常務取締役 
当社環境事業プロジェクト部担当 
当社環境事業プロジェクト部長 
当社環境事業プロジェクト部総括

部長 
当社営業本部担当 
当社常務執行役員 
当社経営企画本部担当 
当社環境事業プロジェクト部担当 
当社常務取締役 
当社管理本部担当 
当社情報システム担当(現任) 
当社取締役副社長(現任) 
当社執行役員副社長(現任) 

19

専務取締役 
専務執行役員 
建築事業本部担当 
技術研究所担当 

吉 田 孝 男 昭和19年８月１日生

昭和42年４月

平成13年１月

平成14年４月

平成15年６月

平成15年６月

平成15年６月

平成15年７月

平成15年７月

  
平成16年４月

平成17年４月

平成18年４月

当社入社

当社名古屋支店長 
当社執行役員 
当社建築本部長 
当社専務取締役(現任) 
当社専務執行役員(現任) 
当社建築事業本部長 
当社プロジェクトマネジメント室

担当 
当社CS推進室担当 
当社技術研究所担当(現任) 
当社建築事業本部担当(現任) 

17



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式

数(千株)

常務取締役 

常務執行役員 
監査室担当 
管理本部担当 
綱紀担当 

個人情報保護担当 

新 井 克 人 昭和22年６月17日生

昭和45年４月

平成９年４月

平成９年６月

平成10年４月

平成10年６月

平成12年４月

平成12年９月

平成12年12月

平成13年１月

平成13年１月

平成13年６月

平成14年４月

平成15年７月

平成17年４月

平成18年４月

平成18年４月

当社入社

当社財務本部長代行 
当社取締役 
当社財務本部長 
当社経営総合本部財務本部長 
当社財務本部長 
当社綱紀担当 
当社管理本部担当 
当社常務取締役(現任) 
当社常務執行役員(現任) 
当社財務本部担当 
当社綱紀担当(現任) 
当社管理本部長 
当社個人情報保護担当(現任) 
当社監査室担当(現任) 
当社管理本部担当(現任) 

17

取締役 
執行役員 

建築事業本部長 
佐 塚 和 夫 昭和25年７月２日生

昭和51年４月

平成10年４月

平成11年２月

平成15年７月

平成17年４月

平成18年４月

平成18年４月

平成18年６月

当社入社

当社建築本部建築部工事管理部長 
当社名古屋支店建築部長 
当社名古屋支店建築事業部長 
当社名古屋支店次長 
当社執行役員(現任) 
当社建築事業本部長(現任) 
当社取締役(現任) 

2

取締役 

執行役員 
土木事業本部長 
土木事業本部事業

戦略推進室長 

石 垣 和 男 昭和27年４月30日生

昭和53年４月

平成９年４月

平成10年４月

平成11年４月

平成13年２月

  
平成14年４月

平成15年７月

平成15年７月

平成15年７月

平成16年４月

平成18年４月

平成18年４月

平成18年４月

  
平成18年６月

当社入社

当社土木本部原価管理部長 
当社土木本部工事管理部長 
当社東京支店土木部長 
当社首都圏支社土木統括部土木第

１部長 
当社東北支店土木部長 
当社東北支店次長 
当社東北支店土木事業部長 
当社東北支店安全環境部長 
当社東北支店副支店長 
当社執行役員(現任) 
当社土木事業本部長(現任) 
当社土木事業本部事業戦略推進室

長(現任) 
当社取締役(現任) 

3

取締役 執行役員 
管理本部長 草 桶 昌 之 昭和28年３月24日生

昭和50年４月

平成９年４月

平成13年７月

平成14年４月

平成15年10月

平成16年４月

平成18年４月

平成18年４月

平成18年６月

当社入社

当社財務本部財務部長 
当社財務本部副本部長 
当社財務本部財務管理部長 
当社管理本部副本部長 
当社管理本部財務部長 
当社執行役員(現任) 
当社管理本部長(現任) 
当社取締役(現任) 

4

常勤監査役   滝 沢 和 夫 昭和19年９月22日生

昭和39年４月

平成９年10月

平成11年10月

平成13年４月

平成13年６月

当社入社

当社東北支店次長 
当社監査室長 
当社監査室付 
当社常勤監査役(現任) 

9

常勤監査役   矢 崎 文 夫 昭和22年９月９日生

昭和47年４月

平成12年９月

平成13年６月

平成15年２月

  
平成15年６月

当社入社

当社管理本部長代行 
当社管理本部長 
当社管理本部法務コンプライアン

ス部長 
当社常勤監査役(現任) 

5



  

  
(注) １ 監査役敷田 稔、小嶋正己及び篠原啓慶は、「社外監査役」である。 

２ 事業戦略決定機能と職務執行機能を分離し、取締役会の戦略性、機動性を高めることで意思決定の迅速化を図るととも

に、業務執行力の強化、執行責任の明確化により、企業競争力の抜本的強化を図るため執行役員制度を導入している。 

 執行役員は次のとおりである。なお※は取締役兼務者である。 
  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式

数(千株)

監査役   敷 田   稔 昭和７年２月13日生

平成５年７月

平成７年２月

  
平成７年３月

平成７年３月

平成13年６月

名古屋高等検察庁検事長 
財団法人アジア刑政財団理事長

(現任) 
当社非常勤顧問 
弁護士登録 
当社監査役(現任) 

3

監査役   小 嶋 正 己 昭和12年10月20日生
昭和44年４月

昭和49年10月

平成６年６月

弁護士登録

当社非常勤顧問 
当社監査役(現任) 

3

監査役   篠 原 啓 慶 昭和14年６月９日生

昭和48年９月

昭和49年12月

平成10年６月

  
平成12年４月

  
平成18年３月

  
平成18年６月

公認会計士開業登録

税理士開業登録 
ユアサ・フナショク㈱監査役(現

任) 
独立行政法人国立博物館監事(現

任) 
アライドテレシスホールディング

ス㈱取締役(現任) 
当社監査役(現任) 

―

計    142

氏名 役職名 

※ 大 田   弘 執行役員社長 

※ 山 口 啓 二 執行役員副社長 土木事業本部担当、安全環境統括部担当 

※ 髙 木 秀 宣 執行役員副社長 情報システム担当 

※ 吉 田 孝 男 専務執行役員 建築事業本部担当、技術研究所担当 

  富 永 克 己 専務執行役員 関西支店長 

  武 田 和 夫 専務執行役員 首都圏支店長 

  市 川 康 生 専務執行役員 営業担当 

  船 本 隆 則 専務執行役員 広島支店長 

※ 新 井 克 人 常務執行役員 監査室担当、管理本部担当、綱紀担当、個人情報保護担当 

  中 里 哲 郎 常務執行役員 建築事業本部技術推進担当 

  秋 元 邦 夫 常務執行役員 土木事業本部技術推進担当 

  松 浦 良 和 常務執行役員 技術推進担当 

  武 藤 隆 夫 常務執行役員 名古屋支店長 

※ 佐 塚 和 夫 執行役員 建築事業本部長 

※ 石 垣 和 男 執行役員 土木事業本部長、土木事業本部事業戦略推進室長 

※ 草 桶 昌 之 執行役員 管理本部長 

  田 中 修 市 執行役員 北陸支店長 

  林   直 樹 執行役員 技術推進担当 

  伊 藤   隆 執行役員 東北支店長 

  西 岡 康 浩 執行役員 北海道支店長 

  森 次 誠 治 執行役員 九州支店長 

  牧 野 有 孝 執行役員 首都圏支店副支店長 

  三 木 康 弘 執行役員 技術推進担当 

  佐 藤 精 一 執行役員 国際支店長 

  吉 川   定 執行役員 首都圏支店副支店長 

  藤 原 孝 二 執行役員 四国支店長 

  栗 林 棟 一 執行役員 関西支店副支店長 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、「建設を核とした事業活動を通して、社会に貢献する企業集団を目指す」という経営理念の実現のため

に、企業統治（コーポレート・ガバナンス）の実効性を高めていくことが、最も重要な課題の一つであると位置づけ

ている。 

  

(1) 会社の機関の内容 

当社は、取締役会、監査役会、会計監査人からなるコーポレート・ガバナンス体制を採用しており、この体制に

おいてコーポレート・ガバナンスの実効性をより高めることに努めている。 

取締役については、経営責任を明確にし、経営環境の変化に対して最適な経営体制を構築するため、任期を１年

としている。また、取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、執行役員制度を採用している。監査役について

は、社外監査役に弁護士を選任し、法律知識に基づいた監査機能の強化を図っている。商法及び証券取引法上の会

計監査については、監査法人芹沢会計事務所より公正な監査を受けている。 

重要な経営課題については、社長を議長とする経営会議において論点及び問題点を明確にした上で取締役会にお

いて決定している。経営会議は取締役６名に執行役員２名（首都圏支店長、関西支店長）を加えた８名（平成18年

４月１日以降は、取締役５名に執行役員５名（土木事業本部長、建築事業本部長、管理本部長、首都圏支店長、関

西支店長）を加えた10名）からなり、原則月２回開催している。 

その他に、社長を議長とする会議体として、業績計画達成状況の確認及び工事リスクの管理のための支店業績検

討会議、並びにＣＳＲの推進に関わる事項の決定のためのＣＳＲ推進会議を設置している。経営会議、支店業績検

討会議、ＣＳＲ推進会議には下部委員会として情報戦略委員会、技術強化戦略委員会、受注案件審査委員会等、部

門横断的なメンバーによって構成される課題別委員会を設置し随時開催している。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制は下図のとおりである。 
  

 
  



(2) 内部統制システムの整備の状況 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・企業行動指針を定め、その周知徹底を行っている。 

・職務の執行に必要な手続きについては、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程、決裁手続規程等の社内規程に

定めている。 

・法令遵守に関する定期的な教育・研修を行っている。 

・社内通報制度を設けている。 

・経営から独立した法遵守監査委員会を設置し、外部の目でコンプライアンス体制を評価している。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・取締役の職務の執行に係る各種情報の適切な保存及び管理について、社内規程に定めている。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・事業運営上想定されるリスクを部門毎に分類し、主管部署はマニュアル等を定めている。 

・コンプライアンス規程、決裁手続規程、内部監査規程等の社内規程を定めるとともに、多面的なリスクを検討す

べき事項については部門横断的な全社委員会を設置している。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・経営戦略、各部門予算、設備投資等の重要な経営課題については、経営会議において論点及び問題点を明確にし

た上で取締役会において決定している。 

・役員、支店長に対して経営戦略、経営課題に対する取組方針等についての周知徹底を行うため、３ヶ月に一度役

員支店長会議を開催している。 

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

・グループ会社の経営状況の把握、問題点の早期発見と対応策の立案等、グループ会社の経営全般を管理するた

め、グループ会社管理・運用規程を定めている。 

・グループ経営の観点から各グループ会社の業績確認及び経営課題の検討を行うため、当社の取締役並びに推進部

門責任者、及びグループ会社社長が出席するグループ経営検討委員会を設置している。 

・グループ会社には監査役を置くとともに、適切な監査を行うため子会社・関連会社監査役監査規程を定めてい

る。 

⑥ 監査役の監査に関する事項 

・役員及び使用人は、監査役監査において担当する職務の執行状況等について報告する。また、監査役は取締役

会、経営会議等の重要な会議に出席し、業務執行の状況を把握し、必要に応じて役員及び使用人から報告を求めて

いる。 

・監査役監査の実効性を高めるため、監査役が、会計監査人並びに内部監査部門が監査した監査結果の内容を確認

し、意見交換を行っている。 

(3) 内部監査及び監査役監査の状況 

専従者４名からなる内部監査部門（監査室）は年間監査計画に基づき業務監査を実施し、その結果は都度社長に

報告されている。 

監査役監査の実効性を高めるため、監査役会は内部監査部門の年間監査計画について事前に説明を受けるととも

に、内部監査部門の監査結果について都度報告を受け、情報交換を行っている。 

(4) 会計監査の状況 

当社は監査法人芹沢会計事務所より公正な監査を受けているが、平成18年３月期において業務を執行した公認会

計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりである。 

・業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数 

  業務執行社員 山﨑 清孝 （15年） 

  業務執行社員 野口 哲生 （５年） 

・監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士  ５名 

  公認会計士補 ２名 

また、監査役は会計監査人の報告を受けるとともに、会計監査人との間で適宜情報交換を行っている。監査役

会、会計監査人、社長で定期的に意見交換を行っている。 



(5) 社外監査役との関係 

当社の社外監査役２名は弁護士である。 

なお、コーポレート・ガバナンス及び内部統制の重要性に鑑み、監査役会のさらなる充実・強化のため、平成18

年６月29日開催の株主総会にて新たに社外監査役１名を選任し、３名の体制とした。新たな社外監査役は公認会計

士・税理士である。 

社外監査役と当社との間には、特別な利害関係はない。 

(6) 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額  69百万円 

監査役の年間報酬総額  30百万円 

(7) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  35百万円 

上記以外の報酬                               ―百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準

じて記載している。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)により作成している。 

  ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４

月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につ

いて、監査法人芹沢会計事務所により監査を受けている。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
  

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

   現金預金 ※２ 49,622   60,687   

   受取手形・完成工事未収入金等 ※２ 125,441   115,903   

   未成工事支出金   14,304   15,606   

   繰延税金資産   3,927   3,634   

   未収入金   21,187   23,010   

   その他流動資産   4,778   3,121   

    貸倒引当金   △1,728   △1,186   

     流動資産合計   217,533 78.7 220,776 80.1 

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産           

    建物・構築物 ※２ 13,999   13,282   

    機械・運搬具・工具器具備品 ※２ 17,245   14,988   

    土地 ※２ 11,429   10,405   

    建設仮勘定   ─   20   

     減価償却累計額   △25,458   △23,331   

      有形固定資産合計   17,216   15,365   

 ２ 無形固定資産   839   1,071   

 ３ 投資その他の資産           

    投資有価証券 
※１ 
※２ 

21,141   22,052   

    長期貸付金   2,190   1,200   

    長期営業外末収入金   2,631   5,016   

    破産債権、更生債権等   1,198   1,613   

    繰延税金資産   9,244   8,174   

    その他投資等 ※２ 8,373   6,571   

     貸倒引当金   △4,135   △6,192   

      投資その他の資産合計   40,643   38,436   

     固定資産合計   58,699 21.3 54,872 19.9 

    資産合計   276,232 100 275,649 100 

        



  

  

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

   支払手形・工事未払金等   111,788   107,283   

   短期借入金   7,731   39,521   

   未払法人税等   1,041   727   

   未成工事受入金   13,231   15,983   

   預り金   17,169   19,908   

   完成工事補償引当金   519   689   

   工事損失引当金   ─   254   

   その他流動負債   8,842   9,619   

     流動負債合計   160,324 58.1 193,986 70.3 

Ⅱ 固定負債           

   長期借入金   62,615   20,016   

   退職給付引当金   13,560   15,279   

   その他固定負債   315   197   

     固定負債合計   76,491 27.7 35,493 12.9 

    負債合計   236,816 85.8 229,479 83.2 

  (少数株主持分)           

  少数株主持分   1,461 0.5 1,330 0.5 

 (資本の部)           

Ⅰ 資本金   13,341 4.8 13,341 4.8 

Ⅱ 資本剰余金   9,926 3.6 9,926 3.6 

Ⅲ 利益剰余金   12,768 4.6 18,043 6.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   2,211 0.8 3,901 1.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △41 △0.0 64 0.0 

Ⅵ 自己株式 ※５ △250 △0.1 △438 △0.1 

    資本合計   37,955 13.7 44,839 16.3 

    負債、少数株主持分 
    及び資本合計 

  276,232 100 275,649 100 

        



② 【連結損益計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高     323,352 100   326,344 100 

Ⅱ 完成工事原価     296,722 91.8   299,727 91.8 

   完成工事総利益     26,630 8.2   26,616 8.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   16,842 5.2   15,967 4.9 

   営業利益     9,788 3.0   10,649 3.3 

Ⅳ 営業外収益               

   受取利息   259     359     

   受取配当金   220     282     

   為替差益   226     252     

   持分法による投資利益   171     ─     

   その他営業外収益   264 1,143 0.4 142 1,036 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

   支払利息   2,042     1,657     

   その他営業外費用   492 2,535 0.8 910 2,567 0.8 

   経常利益     8,396 2.6   9,117 2.8 

Ⅵ 特別利益               

   前期損益修正益   2,445     732     

   固定資産売却益 ※２ 243     760     

   投資有価証券売却益   231     675     

   その他特別利益   80 3,000 0.9 170 2,338 0.7 

Ⅶ 特別損失               

   前期損益修正損   1,866     375     

   固定資産評価損 ※３ 8     35     

   固定資産売却損 ※４ 366     27     

   投資有価証券評価損   20     17     

   子会社株式売却損   68     ─     

   貸倒損失   30     60     

   貸倒引当金繰入額   2,034     2,058     

   組織再編費用   607     ─     

   減損損失 ※６ ─     1,120     

   賃貸借契約解約損   ─     1,105     

   その他特別損失   589 5,592 1.7 382 5,181 1.6 

  税金等調整前当期純利益     5,804 1.8   6,275 1.9 

   法人税、住民税及び事業税   972     755     

   法人税等調整額   369 1,342 0.4 334 1,090 0.3 

   少数株主利益 
   又は少数株主損失（△） 

  74 0.0 △89 △0.0

  当期純利益     4,387 1.4   5,275 1.6 
      



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     9,926   9,926 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     9,926   9,926 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     8,492   12,768 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

   当期純利益   4,387 4,387 5,275 5,275 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

   役員賞与金   0   ─   

   その他減少高   111 111 ─ ─ 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     12,768   18,043 

      



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

   税金等調整前当期純利益   5,804 6,275 

   減価償却費   1,275 934 

   減損損失   ─ 1,120 

   貸倒引当金の増加・減少（△）額   152 1,480 

   退職給付引当金の増加・減少（△）額   △131 1,715 

   受取利息及び受取配当金   △480 △641 

   支払利息   2,042 1,657 

   為替差損・益（△）   △218 △215 

   持分法による投資損失・利益（△）   △171 27 

   有価証券及び投資有価証券評価損   20 17 

   有価証券及び 
   投資有価証券売却損・益（△） 

 △153 △675 

   固定資産除却損   183 72 

   固定資産評価損   8 35 

   有形固定資産売却損・益（△）   123 △732 

   売上債権の減少・増加（△）額   8,080 9,506 

   未成工事支出金の減少・増加（△）額   1,375 △1,301 

   仕入債務の増加・減少（△）額   △3,195 △4,485 

   未成工事受入金の増加・減少（△）額   △6,892 2,742 

   その他債権等の減少・増加（△）額   2,917 △1,213 

   その他   △5,065 3,213 

    小計   5,676 19,531 

   利息及び配当金の受取額   466 664 

   利息の支払額   △1,979 △1,649 

   法人税等の支払額   △325 △928 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   3,838 17,617 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

   有形固定資産の取得による支出   △832 △375 

   有形固定資産の売却による収入   125 1,310 

   連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却 
   による収入 

 39 41 

   有価証券及び投資有価証券の取得による 
   支出 

 △68 △245 

   有価証券及び投資有価証券の売却による 
   収入 

 518 2,628 

   貸付による支出   △1,115 △221 

   貸付金の回収による収入   755 1,281 

   その他   400 △177 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △176 4,241 



  

  
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

   短期借入金純増加・減少（△）額   36 △1,585 

   長期借入金の返済による支出   △16,335 △9,224 

   その他   △113 △156 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △16,412 △10,966 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   152 296 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額   △12,598 11,189 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   61,442 49,507 

Ⅶ 連結子会社の合併に伴う現金及び現金同等 
  物の増加額 

 730 ─ 

Ⅷ 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の 
  減少額 

 △66 △75 

Ⅸ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 49,507 60,622 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数        11社 連結子会社の数        10社 

   連結子会社名は、「第１ 企業の概

況」の「４ 関係会社の状況」に記載

のとおり。 

 連結子会社名は、「第１ 企業の概

況」の「４ 関係会社の状況」に記載

のとおり。 

   なお、ハウテック二十一㈱について

は保有株式を売却したことにより、サ

ンエフ工業㈱についてはテクノス㈱と

合併したことにより当連結会計年度よ

り連結子会社から除外した。 

 なお、㈱ケイエヌ・ファシリティー

ズについては、保有株式を売却したこ

とにより当連結会計年度より連結子会

社から除外した。 

  主要な非連結子会社名 

 ㈱上越シビックサービス 

主要な非連結子会社名 

 ㈱上越シビックサービス 

  非連結子会社について、連結の範囲か

ら除いた理由 

 非連結子会社はいずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等が、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除外している。 

非連結子会社について、連結の範囲か

ら除いた理由 

 非連結子会社はいずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等が、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除外している。 

２ 持分法の適用に関する事項 持分法適用の関連会社数    ５社 

 持分法適用の関連会社名は、「第１ 

企業の概況」の「４ 関係会社の状

況」に記載のとおり。 
  

持分法適用の関連会社数    ５社 

 持分法適用の関連会社名は、「第１ 

企業の概況」の「４ 関係会社の状

況」に記載のとおり。 

  持分法非適用の主要な非連結子会社名 

 ㈱上越シビックサービス 

持分法非適用の主要な非連結子会社名 

 ㈱上越シビックサービス 

  持分法非適用の主要な関連会社名 

 シーイーエヌソリューションズ㈱ 

持分法非適用の主要な関連会社名 

 シーイーエヌソリューションズ㈱ 

   持分法非適用の非連結子会社及び関

連会社は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法

の適用から除外している。 

 持分法非適用の非連結子会社及び関

連会社は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法

の適用から除外している。 

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社のうち、華熊営造股份有

限公司、クマガイグミ(マレーシア)セ

ンディリアンベルハッド及びタイクマ

ガイカンパニーリミテッドの決算日

は、12月31日である。連結財務諸表作

成にあたっては、同決算日現在の財務

諸表を使用している。ただし、１月１

日から連結決算日３月31日までの期間

に発生した重要な取引については連結

上必要な調整を行っている。 

 上記以外の連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致している。 

同左 



    

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

    

 ① 有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  

  

  

 時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 時価法 同左 

 ③ たな卸資産     

   未成工事支出金 個別法による原価法 同左 

   材料貯蔵品 移動平均法による原価法 同左 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

    

 ① 有形固定資産 定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

同左 

 ② 無形固定資産 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

いる。 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準     

 ① 貸倒引当金  債権の貸倒損失に備えるため、過

去の一定期間における貸倒実績等か

ら算出した貸倒実績率により計算し

た金額のほか、貸倒懸念債権等につ

いては個別に債権を評価して回収不

能見込額を計上している。 

同左 

 ② 完成工事補償引当金 

  

 完成工事に係るかし担保の費用に

あてるため、過去の一定期間におけ

る実績率により計算した金額を計上

している。 

同左 

 ③ 工事損失引当金 ─────────  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末における

手持工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積

もることが出来る工事について、損

失見込額を計上している。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ④ 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

 会計基準変更時差異は、15年によ

る按分額を費用処理している。 

 過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５～９年)による定額

法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(５～

９年)による定額法により、翌連結会

計年度から費用処理することとして

いる。 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法     

 ① ヘッジの方法  主として繰延ヘッジ処理を採用し

ている。 

同左 

 ② ヘッジの手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引及び金利キャッ

プ取引 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

 市場金利等の変動によりキャッシ

ュ・フローが変動するもの(変動金利

の借入金) 

ヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジの方針  当社の内部規定である「デリバテ

ィブ取引取扱規定」に基づき金利変

動リスクをヘッジしている。 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方

法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象について

有効性判定期間における金利変動を

比較し評価を行っている。 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

    

 ① 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上基準は、原則と

して工事進行基準を適用している。

但し、工期が１年未満の工事につい

ては工事完成基準によっている。 

 当連結会計年度における工事進行

基準による完成工事高は154,888百万

円である。 

 完成工事高の計上基準は、原則と

して工事進行基準を適用している。

但し、工期が１年未満の工事につい

ては工事完成基準によっている。 

 当連結会計年度における工事進行

基準による完成工事高は177,475百万

円である。 

 ② 消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は、税抜方式によって

いる。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価

方法は、部分時価評価法によってい

る。 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 連結調整勘定の償却に関す

る事項 

 該当事項なし。 同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年

度中に確定した利益処分に基づいて

作成している。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなる。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

───────── 

  

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用してい

る。これにより税金等調整前当期純利益は、1,120百万

円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してい

る。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ このうち、非連結子会社及び関連会社に対するも

の 

  
投資有価証券 (株式) 4,476百万円 

※１ このうち、非連結子会社及び関連会社に対するも

の 

  
投資有価証券 (株式) 4,620百万円 

※２ 下記の資産は、長期借入金6,303百万円及び短期

借入金2,024百万円等の担保に供している。 

    

現金預金 100百万円 

受取手形・完成工事未収入金等 300   

建物・構築物 2,374   

機械・運搬具・工具器具備品 20   

土地 7,517   

投資有価証券 11,747   

その他投資等 291   

計 22,352   

※２ 下記の資産は、長期借入金539百万円及び短期借

入金3,465百万円等の担保に供している。 

    

建物・構築物 2,198百万円 

土地 7,493   

投資有価証券 9,505   

その他投資等 122   

計 19,319   

 ３ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

 (1) 借入金保証 

  
 (2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

    

全国漁港・漁村振興漁業協同組
合連合会 

170百万円

㈱清田総合医療センター 46  

計 216  

㈱タカラレーベン 248百万円 

章栄不動産㈱ 176  

計 425  

 ３ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

 (1) 借入金保証 

  
 (2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

  

全国漁港・漁村振興漁業協同組
合連合会 

136百万円 

㈱清田総合医療センター 37  

計 173  

㈱大京・関電不動産㈱ 1,327百万円 

㈱タカラレーベン 829  

その他３社 565  

計 2,722  

 ４ 受取手形裏書譲渡高         8百万円 
  

 ４ 受取手形裏書譲渡高        134百万円 
  

※５ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の種類及び数 

            普通株式   1,647千株 

※５ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の種類及び数 

            普通株式   2,025千株 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

  

従業員給料手当 6,462百万円 

退職給付引当金繰入額 874  

貸倒引当金繰入額 76  

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

  

従業員給料手当 6,110百万円 

退職給付引当金繰入額 1,003  

    

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

  

建物 0百万円 

土地 5  

その他 237  

計 243  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

    

土地 640百万円 

その他 119  

計 760  

※３ 固定資産評価損の内訳は次のとおりである。 

  
ゴルフ会員権等 8百万円 

※３ 固定資産評価損の内訳は次のとおりである。 

  
ゴルフ会員権等 35百万円 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

  

建物 139百万円 

土地 46  

その他 180  

計 366  

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

    

土地 0百万円 

その他 26  

計 27  

 ５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,450百万円である。 

 ５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,423百万円である。 

※６      ───────── ※６ 減損損失 

    当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上した。 

  
    当社グループは、遊休資産及び処分予定資産

は個別の物件毎に、その他の資産は管理会計上

の事業区分に基づく支店等の単位を最小単位と

し、また本社等の全事業資産を共用資産として

グルーピングしている。 

    遊休資産及び処分予定資産において、著しい

地価の下落により帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失(1,120百万円)と

して特別損失に計上した。その内訳は、遊休資

産510百万円(土地484百万円、建物・構築物26百

万円)、処分予定資産609百万円(土地324百万

円、建物・構築物209百万円、その他75百万円)

である。 

    なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定している。正味売却価額は、売却等の

事例に基づく実勢価額又は固定資産税評価額に基

づき算定している。 

用途 種類 場所 件数 

遊休資産
土地及び
建物等 

兵庫県他 ６件 

処分予定資産
土地及び
建物等 

神奈川県他 15件 



  
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

現金預金勘定 49,622百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期
預金 

△114  

現金及び現金同等物 49,507  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

  

現金預金勘定 60,687百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期
預金 

△65  

現金及び現金同等物 60,622  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相 当 額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相 当 額 
(百万円) 

工具器具備品 457 214 243 

その他 958 847 110 

合計 1,416 1,061 354 

 

取得価額

相 当 額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相 当 額 
(百万円) 

工具器具備品 631 188 443 

その他 642 532 110 

合計 1,274 720 553 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。 

 ② 未経過リース料期末残高相当額  ② 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 156百万円 

１年超 197  

合計 354  
  

１年内 179百万円 

１年超 374  

合計 553  

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定している。 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定している。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 365百万円 

減価償却費相当額 365  
  

支払リース料 202百万円 

減価償却費相当額 202  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 
  

同左 

───────── (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略している。 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
  

(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
  

(百万円) 

取得原価 
  

(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
  

(百万円) 

(1) 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えるもの 

      

    株式 2,818 7,231 4,412 7,338 13,612 6,273 

    債券             

     国債・地方債等 89 89 0 ─ ─ ─ 

     小計 2,908 7,321 4,412 7,338 13,612 6,273 

(2) 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えないもの 

    

    株式 5,983 5,304 △679 ─ ─ ─ 

    債券             

      国債・地方債等 372 372 ─ ─ ─ ─ 

     小計 6,356 5,677 △679 ─ ─ ─ 

     合計 9,265 12,998 3,733 7,338 13,612 6,273 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額 (百万円) 493 2,599 

売却益の合計 (百万円) 231 672 

売却損の合計 (百万円) 9 ─ 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

その他有価証券     

 非上場株式 (百万円) 3,667 3,820 



４ その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額 

  

  

次へ 

  

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１年以内 
  

(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
  

(百万円) 

１年以内 
  

(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
  

(百万円) 

債券                 

 国債・地方債等 452 9 ― ― ― ― ― ― 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

  
前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 すべてのデリバティブ取引にヘッジ会計が適用されているため、該当事項はない。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 連結会計年度末では、デリバティブ取引はないので、該当事項はない。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容 

   当社グループは、金利スワップ取引及び金利キャ

ップ取引を利用している。 

(1) 取引の内容 

   当社グループは、金利スワップ取引を利用してい

る。 

(2) 取引に対する取組方針 

   当社グループは、基本的に金銭債権債務等の残高

の範囲内で金融市場リスク対処を目的にデリバティ

ブ取引を利用することとしており、投機目的・短期

的な売買差益を得るための取引は行わない方針であ

る。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

   当社グループは、長期借入金を対象として、将来

の金利変動リスクを軽減する目的で、金利スワップ

取引及び金利キャップ取引を利用している。 

(3) 取引の利用目的 

   当社グループは、長期借入金を対象として、将来

の金利変動リスクを軽減する目的で、金利スワップ

取引を利用している。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

   当社グループが利用している固定金利と変動金利

を交換する金利スワップ取引及び金利キャップ取引

は、市場金利の変動によるリスクを有している。な

お、当社グループのデリバティブ取引の契約先は、

いずれも信用度の高い国内の金融機関であるため、

相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと

認識している。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

   当社グループが利用している固定金利と変動金利

を交換する金利スワップ取引は、市場金利の変動に

よるリスクを有している。なお、当社グループのデ

リバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い

国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと認識している。 

(5) 取引に係るリスクの管理体制 

   デリバティブ取引の基本方針は、当社経営会議で

決定され、取引の実行及び管理は財務部が行ってい

る。取引の管理方針、リスク管理の主管部署、利用

目的、取引相手方の選定基準、及び報告体制を定め

た社内管理規程を設け、毎月の取引残高等の状況に

ついては、当社経営会議に報告されている。 

(5) 取引に係るリスクの管理体制 

同左 

(6) 取引の時価等に関する注記に係る補足説明 

   金利スワップ取引及び金利キャップ取引における

想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に係

る市場リスク量又は信用リスク量を示すものではな

い。 

(6) 取引の時価等に関する注記に係る補足説明 

   金利スワップ取引における想定元本は、この金額

自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量又は信

用リスク量を示すものではない。 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制

度を設けている。 

子会社である㈱ガイアートＴ・Ｋについては、昭

和63年４月１日より、退職金の一部について適格退

職年金制度と厚生年金基金制度を併用する形で採用

している。 

その他の子会社においては、退職一時金制度もし

くは中小企業退職金共済制度を採用している。 

なお、当社及び㈱ガイアートＴ・Ｋについては、

従業員の退職に際して早期退職優遇制度を採用して

いる。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

(注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載して 

    いる。 

  ２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定 

   にあたり、簡便法を採用している。 

退職給付債務 △29,720百万円

年金資産 804  

未積立退職給付債務 △28,915  

会計基準変更時差異の未処理額 11,209  

未認識数理計算上の差異 13,881  

未認識過去勤務債務 
(債務の減額) 

△9,735  

連結貸借対照表計上額純額 △13,560  

前払年金費用 ―  

退職給付引当金 △13,560  

２ 退職給付債務に関する事項 

(注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載して 

    いる。 

  ２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定 

   にあたり、簡便法を採用している。 

退職給付債務 △29,249百万円 

年金資産 666  

未積立退職給付債務 △28,582  

会計基準変更時差異の未処理額 10,088  

未認識数理計算上の差異 11,115  

未認識過去勤務債務
(債務の減額) 

△7,900  

連結貸借対照表計上額純額 △15,279  

前払年金費用 ―  

退職給付引当金 △15,279  

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) 上記退職給付費用以外に割増退職金等を支払っ

ており、特別損失として78百万円を計上してい

る。 

勤務費用 1,420百万円

利息費用 627  

期待運用収益 △25  

会計基準変更時差異の 
費用処理額 

1,120  

数理計算上の差異の費用処理額 2,434  

過去勤務債務の費用処理額 △1,835  

退職給付費用 3,742  

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) 上記退職給付費用以外に割増退職金等を支払っ

ており、特別損失として２百万円を計上してい

る。 

勤務費用 1,302百万円 

利息費用 593  

期待運用収益 △16  

会計基準変更時差異の
費用処理額 

1,120  

数理計算上の差異の費用処理額 2,453  

過去勤務債務の費用処理額 △1,835  

退職給付費用 3,618  



  

  

(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

  

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準法 

割引率 2.0％ 

期待運用収益率 2.0％ 

過去勤務債務の額の処理年数 
  
  
  
  

５～９年(発生時
の従業員の平均残
存勤務期間以内の
一定の年数による
定額法による。) 

数理計算上の差異の処理年数 ５～９年(発生時
の従業員の平均残
存勤務期間以内の
一定の年数による
定額法により、翌
連結会計年度から
償却することとし
ている。) 

会計基準変更時差異の処理年数 15年 

４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

同左 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産   

 退職給付引当金 5,340百万円

 未払金等 1,237  

 有形固定資産評価損 1,522  

 会員権等評価損 1,691  

 関係会社株式等評価減 1,336  

 繰越欠損金 98,957  

 その他有価証券評価差額金 231  

 未実現損益 1,084  

 その他 4,238  

繰延税金資産小計 115,641  

評価性引当額 △100,720  

繰延税金資産合計 14,921  

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △1,537  

 その他 △212  

繰延税金負債合計 △1,750  

繰延税金資産の純額 13,171  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産   

 退職給付引当金 6,155百万円 

 未払金等 939  

 有形固定資産評価損 1,013  

 会員権等評価損 1,584  

 関係会社株式等評価減 1,379  

 繰越欠損金 97,666  

 未実現損益 1,074  

 その他 3,519  

繰延税金資産小計 113,334  

評価性引当額 △98,788  

繰延税金資産合計 14,545  

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △2,565  

 その他 △171  

繰延税金負債合計 △2,736  

繰延税金資産の純額 11,808  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

 永久に損益に算入されない項目 6.6  

 住民税均等割等 6.7  

 評価性引当額 △30.9  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.1   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

 永久に損益に算入されない項目 6.8  

 住民税均等割等 8.8  

 評価性引当額 △39.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.2   



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略した。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれも90％を超え

ているため、記載を省略した。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 
  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

２ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

(1) 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国または地域  

① アジア  ……香港、台湾 

② オセアニア……豪州 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略した。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項なし。 
  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

  和解金額については、裁判所による調停手続に基づき合意した金額である。 

  

  アジア オセアニア 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 32,489 3,854 36,344 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     323,352 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

10.0 1.2 11.2

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の被所有

割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)
役員の兼任等 事業上の関係

法人主 
要株主 

土地興業㈱ 
東京都 
新宿区 

1,920 
不動産・ 
保険代理業 

(被所有) 
直接11.1 

当社出身１人

不動産賃借、

保険代理取引

等 

不動産賃貸借

契約解除に伴

う和解金 
1,100 ― ― 



(１株当たり情報) 

  

  
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 60.26円 １株当たり純資産額 112.74円 

１株当たり当期純利益 33.18円 １株当たり当期純利益 40.01円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

  

15.54円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

  

18.71円 

  前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益     

 当期純利益 (百万円) 4,387 5,275 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─ 

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 4,387 5,275 

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 132,231 131,812 

        

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額 (百万円) ─ ─ 

 普通株式増加数 (千株) 150,000 150,000 

 (うち第１種優先株式) (千株) 150,000 150,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
─ ─ 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率は期末加重平均利率を使用している。 

２ 長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 
  

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 7,080 31,742 2.45 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 651 7,778 2.33 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

62,615 20,016 2.34 平成19年～平成23年

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 70,347 59,537 ─ ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 5,694 9,154 1,671 3,495 



(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

    
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

   現金預金     45,567     54,006   

   受取手形     8,770     8,490   

   完成工事未収入金     93,115     87,852   

   未成工事支出金     11,473     13,216   

   材料貯蔵品     78     42   

   繰延税金資産     3,685     3,622   

   未収入金     19,559     22,736   

   立替金     1,707     ─   

   その他流動資産     3,024     2,541   

    貸倒引当金     △1,406     △925   

     流動資産合計     185,577 79.7   191,582 80.5 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産               

    建物 ※１ 7,671     7,607     

     減価償却累計額   △5,781 1,890   △5,790 1,817   

    構築物 ※１ 1,033     1,033     

     減価償却累計額   △850 182   △862 171   

    機械装置   2,213     1,813     

     減価償却累計額   △2,043 170   △1,675 137   

    船舶   604     ─     

     減価償却累計額   △541 63   ─ ─   

    車両運搬具   432     289     

     減価償却累計額   △396 35   △265 23   

    工具器具・備品   3,678     3,566     

     減価償却累計額   △3,337 341   △3,210 355   

    土地 ※１   7,555     7,578   

      有形固定資産計     10,238     10,083   



  

  

    
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

 ２ 無形固定資産     695     800   

 ３ 投資その他の資産               

    投資有価証券 ※１   11,715     14,568   

    関係会社株式 ※１   4,751     4,623   

    出資金     64     60   

    長期貸付金     756     46   

    従業員長期貸付金     867     891   

    関係会社長期貸付金     366     1,462   

    長期前払費用     249     218   

    長期営業外未収入金     1,823     3,961   

    破産債権、更生債権等     30     3   

    繰延税金資産     7,524     6,279   

    長期保証金     2,774     ─   

    長期積立保険 ※１   4,257     4,152   

    その他投資等 ※１   2,140     2,654   

     貸倒引当金     △1,123     △3,514   

      投資その他の資産計     36,200     35,408   

     固定資産合計     47,135 20.3   46,292 19.5 

    資産合計     232,713 100   237,875 100 

        



  

  

    
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

   支払手形     30,322     33,320   

   工事未払金     65,435     60,085   

   短期借入金     5,167     39,062   

   未払金     2,866     4,503   

   未払法人税等     445     355   

   未成工事受入金     11,145     13,855   

   預り金     16,918     19,547   

   完成工事補償引当金     502     659   

   工事損失引当金     ─     225   

   従業員預り金     2,129     2,176   

   その他流動負債     2,006     1,782   

     流動負債合計     136,939 58.8   175,573 73.8 

Ⅱ 固定負債             

   長期借入金     59,977     19,221   

   退職給付引当金     10,098     11,684   

   その他固定負債     313     197   

     固定負債合計     70,389 30.3   31,104 13.1 

    負債合計     207,329 89.1   206,677 86.9 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※３   13,341 5.7   13,341 5.6 

Ⅱ 資本剰余金               

   資本準備金     9,926     9,926   

    資本剰余金合計     9,926 4.3   9,926 4.2 

Ⅲ 利益剰余金               

   当期未処分利益     733     5,104   

    利益剰余金合計     733 0.3   5,104 2.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,565 0.7   3,164 1.3 

Ⅴ 自己株式 ※４   △182 △0.1   △339 △0.1 

    資本合計     25,383 10.9   31,197 13.1 

    負債資本合計     232,713 100   237,875 100 

      



② 【損益計算書】 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高     249,214 100   265,569 100 

Ⅱ 完成工事原価     228,240 91.6   243,495 91.7

   完成工事総利益     20,973 8.4   22,073 8.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

   役員報酬   108     100     

   従業員給料手当   4,737     4,583     

   退職金   8     4     

   退職給付引当金繰入額   794     720     

   法定福利費   698     589     

   福利厚生費   100     58     

   修繕維持費   27     73     

   事務用品費   633     384     

   通信交通費   779     807     

   動力用水光熱費   103     98     

   調査研究費   841     958     

   広告宣伝費   95     94     

   貸倒引当金繰入額   34     ─     

   交際費   278     307     

   寄付金   101     81     

   地代家賃   1,192     1,142     

   減価償却費   71     43     

   租税公課   343     360     

   保険料   109     124     

   雑費   1,761 12,821 5.1 1,801 12,335 4.6 

   営業利益     8,152 3.3   9,738 3.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１           

   受取利息   218     206     

   受取配当金   197     210     

   為替差益   253     268     

   その他営業外収益   262 931 0.4 120 806 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

   支払利息   1,968     1,607     

   その他営業外費用   479 2,448 1.0 866 2,473 1.0 

   経常利益     6,635 2.7   8,071 3.0 



  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

   前期損益修正益 ※２ 2,247     338     

   固定資産売却益 ※３ 210     195     

   投資有価証券売却益   199     14     

   ゴルフ会員権等償還益   ─     126     

   その他特別利益   80 2,737 1.1 35 709 0.3 

Ⅶ 特別損失               

   前期損益修正損 ※４ 1,823     280     

   固定資産売却損 ※５ 178     24     

   固定資産除却損 ※６ 43     42     

   投資有価証券売却損   2     ─     

   投資有価証券評価損   14     16     

   貸倒損失   29     60     

   貸倒引当金繰入額   534     2,042     

   固定資産評価損 ※７ 1     30     

   関係会社株式評価損   ─     115     

   組織再編費用   578     ─     

   賃貸借契約解約損   ─     1,105     

   その他特別損失   375 3,582 1.5 195 3,913 1.5 

   税引前当期純利益        5,791 2.3   4,867 1.8 

   法人税、住民税及び事業税   322     286     

   法人税等調整額   294 616 0.2 209 496 0.2 

   当期純利益     5,174 2.1   4,371 1.6 

   前期繰越利益 
   又は前期繰越損失（△） 

    △4,441     733   

   当期未処分利益   733 5,104 

      



完成工事原価報告書 

  

(注) 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

  

③ 【利益処分計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   24,736 10.8 45,440 18.7 

Ⅱ 労務費   1,238 0.6 2,312 0.9 

  (うち労務外注費)   (582) (0.3) (1,518) (0.6) 

Ⅲ 外注費   158,574 69.5 142,937 58.7 

Ⅳ 経費   43,690 19.1 52,804 21.7 

  (うち人件費)   (14,946) (6.5) (17,713) (7.3) 

計   228,240 100 243,495 100 

   
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     733   5,104 

Ⅱ 利益処分額     ―   ― 

Ⅲ 次期繰越利益     733   5,104 

     



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社

株式 

(2) その他有価証券 

  

  

移動平均法による原価法 

  

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  

  

同左 

  

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基準

及び評価方法 

  デリバティブ 

  

  

時価法 

  

  

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1) 未成工事支出金 

(2) 材料貯蔵品 

  

  

個別法による原価法 

移動平均法による原価法 

  

  

同左 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法     

(1) 有形固定資産 定率法 同左 

   なお、耐用年数及び残存価格につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

  

(2) 無形固定資産 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してい

る。 

同左 

５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  

 債権の貸倒損失に備えるため、過去

の一定期間における貸倒実績等から算

出した貸倒実績率により計算した金額

のほか、貸倒懸念債権等については個

別に債権を評価して回収不能見込額を

計上している。 

  

同左 

(2) 完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用にあ

てるため、過去の一定期間における実

績率により計算した金額を計上してい

る。 

同左 

(3) 工事損失引当金 ─────────  受注工事に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における手持工事

のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることが出

来る工事について、損失見込額を計上

している。 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

 会計基準変更時差異は、15年による

按分額を費用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(９年)による定額法により費用

処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(９年)による定

額法により、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしている。 

同左 

６ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上基準は、原則とし

て工事進行基準を適用している。但

し、工期が１年未満の工事については

工事完成基準によっている。 

 なお、当事業年度における工事進行

基準による完成工事高は154,888百万

円である。 

 また、一部工事について延払基準を

適用しており、未回収金額に対応する

利益相当額を完成工事原価に算入し

て、利益を繰延べる方法によってい

る。 

繰延利益実現額 △54百万円

繰延利益控除額 ─  

計 △54  

 完成工事高の計上基準は、原則とし

て工事進行基準を適用している。但

し、工期が１年未満の工事については

工事完成基準によっている。 

 なお、当事業年度における工事進行

基準による完成工事高は177,124百万

円である。 

 また、一部工事について延払基準を

適用しており、未回収金額に対応する

利益相当額を完成工事原価に算入し

て、利益を繰延べる方法によってい

る。 

繰延利益実現額 △264百万円

繰延利益控除額 ─  

計 △264  

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

  

 主として繰延ヘッジ処理を採用して

いる。 

  

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 

 金利スワップ取引及び金利キャップ

取引 

ヘッジ対象 

 市場金利等の変動によりキャッシ

ュ・フローが変動するもの(変動金

利の借入金) 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

  

ヘッジ対象 

同左 

  

(3) ヘッジ方針  当社の内部規定である「デリバティ

ブ取引取扱規定」に基づき金利変動リ

スクをヘッジしている。 

同左 



  

  

次へ 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(4) ヘッジ有効性評価の方法  ヘッジ手段とヘッジ対象について有

効性判定期間における金利変動を比較

し評価を行っている。 

同左 

９ その他財務諸表作成のため

の重要な事項 

    

  消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式によってい

る。 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

───────── 

  

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用している。

これによる損益に与える影響はない。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――――― 

  

  

  

 「立替金」（当事業年度637百万円）、「長期保証

金」（当事業年度1,077百万円）は、金額に重要性がな

くなったため、それぞれ「その他流動資産」、「その

他投資等」に含めて表示することとした。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  

次へ 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 下記の資産は、長期借入金3,665百万円等の担保

に供している。 

    

建物 1,885百万円

構築物 182  

土地 7,472  

投資有価証券 5,736  

関係会社株式 1,674  

長期積立保険 136  

その他投資等 155  

計 17,243  

※１ 下記の資産は、短期借入金3,092百万円等の担保

に供している。 

    

建物 1,745百万円 

構築物 170  

土地 7,470  

投資有価証券 7,916  

関係会社株式 1,674  

その他投資等 122  

計 19,100  

 ２ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

 (1) 借入金保証 

  
 (2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

  
 (3) 工事入札・履行保証等 

  

テクノス㈱ 2,292百万円 

全国漁港・漁村振興漁業協同組
合連合会 

170

㈱清田総合医療センター 46  

計 2,509  

㈱タカラレーベン 248百万円 

章栄不動産㈱ 176  

計 425  

ケーアンドイー㈱ 126百万円 

㈱ケイエヌ・ファシリティーズ 3  

計 130  

 ２ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

 (1) 借入金保証 

  
 (2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

  
 (3) 工事入札・履行保証等 

    

テクノス㈱ 713百万円 

全国漁港・漁村振興漁業協同組
合連合会 

136  

㈱清田総合医療センター 37  

計 886  

㈱大京・関電不動産㈱ 1,327百万円 

㈱タカラレーベン 829  

その他３社 565  

計 2,722  

ケーアンドイー㈱ 41百万円 

※３ 会社が発行する株式の種類及び総数 

   発行済株式の種類及び総数 

    

普通株式 714,000千株

第１種優先株式 60,000 

計 774,000 

普通株式 133,646千株

第１種第１回優先株式 16,800 

第１種第２回優先株式 43,200 

計 193,646 

※３ 会社が発行する株式の種類及び総数 

   発行済株式の種類及び総数 

  

普通株式 714,000千株

第１種第１回優先株式 16,800 

第１種第２回優先株式 43,200 

計 774,000 

普通株式 133,646千株

第１種第１回優先株式 16,800 

第１種第２回優先株式 43,200 

計 193,646 

※４ 自己株式の種類及び保有数 

            普通株式    1,029千株 
  

※４ 自己株式の種類及び保有数 

            普通株式    1,401千株 
  

 ５ 商法施行規則124条第３号の規定により利益の配

当に充当することが制限されている純資産額は、

1,565百万円である。 
  

 ５ 商法施行規則124条第３号の規定により利益の配

当に充当することが制限されている純資産額は、

3,164百万円である。 
  

 ６ 平成15年６月27日開催の定時株主総会において、

資本準備金212百万円により、欠損填補を行ってい

る。 

 ６ 平成15年６月27日開催の定時株主総会において、

資本準備金212百万円により、欠損填補を行ってい

る。 



(損益計算書関係) 

  

  
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。 

  

受取利息 19百万円 

受取配当金 80  

※１ 関係会社との取引にかかる主なものは次のとおり

である。 

  

雑収入 85百万円 

    

※２ 前期損益修正益の内訳は次のとおりである。 

  
過年度経費の戻入額 2,247百万円 

※２ 前期損益修正益の内訳は次のとおりである。 

  
過年度経費の戻入額 338百万円 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

    

ゴルフ会員権等 154百万円 

その他 56  

計 210  

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

  

土地 92百万円 

ゴルフ会員権等 56  

その他 46  

計 195  

※４ 前期損益修正損の内訳は次のとおりである。 

  

過年度経費の支出額 1,263百万円 

過年度工事費の支出額 559  

計 1,823  

※４ 前期損益修正損の内訳は次のとおりである。 

    
過年度経費の支出額 280百万円 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

  

建物 101百万円 

土地 7  

その他 69  

計 178  

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

    

機械装置 15百万円 

その他 9  

計 24  

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

    

建物 19百万円 

その他 24  

計 43  

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

  

建物 21百万円 

その他 20  

計 42  

※７ 固定資産評価損の内訳は次のとおりである。 

    
ゴルフ会員権等 1百万円 

※７ 固定資産評価損の内訳は次のとおりである。 

  
ゴルフ会員権等 30百万円 

 ８ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,285百万円である。 

 ８ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,299百万円である。 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

前へ   次へ 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相 当 額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相 当 額 
(百万円) 

工具器具 
・備品 355 155 199

その他 37 18 19 

合計 393 174 218 

 

取得価額

相 当 額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相 当 額 
(百万円) 

工具器具

・備品 538 136 402 

その他 66 25 41 

合計 605 162 443 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。 

 ② 未経過リース料期末残高相当額  ② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 78百万円

 １年超 139  

 合計 218  

 １年内 134百万円 

 １年超 309  

 合計 443  

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定している。 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定している。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 227百万円

 減価償却費相当額 227  

 支払リース料 97百万円 

 減価償却費相当額 97  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

───────── (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略している。 

区分 

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

関連会社株式 1,488 2,608 1,119 1,488 2,177 688 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

 の内訳 

繰延税金資産   

 退職給付引当金 4,110百万円 

 未払金等 1,012   

 有形固定資産評価損 1,522   

 会員権等評価損 1,605   

 関係会社株式等評価減 1,336   

 繰越欠損金 97,879   

 その他 3,460   

繰延税金資産小計 110,927   

評価性引当額 △98,563   

繰延税金資産合計 12,363   

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △1,074   

 その他 △80   

繰延税金負債合計 △1,154   

繰延税金資産の純額 11,209   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

 の内訳 

繰延税金資産    

退職給付引当金 4,755百万円 

未払金等 909   

有形固定資産評価損 1,013   

会員権等評価損 1,497   

関係会社株式等評価減 1,379   

繰越欠損金 96,226   

その他 2,646   

繰延税金資産小計 108,427   

評価性引当額 △96,307   

繰延税金資産合計 12,119   

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △2,171   

その他 △45   

繰延税金負債合計 △2,217   

繰延税金資産の純額 9,902   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

 率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％ 

 （調整）   

 永久に損益に算入されない項目 5.6  

 住民税均等割等 5.6  

 評価性引当額 △41.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.6  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

 率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

永久に損益に算入されない項目 8.2  

住民税均等割等 5.8  

評価性引当額 △44.7  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.0  



(１株当たり情報) 

  

  
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

前へ     

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 △34.80円 １株当たり純資産額 9.05円 

１株当たり当期純利益 38.95円 １株当たり当期純利益 33.00円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

  

18.29円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

  

15.47円 

  前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益     

 当期純利益 (百万円) 5,174 4,371 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─ 

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 5,174 4,371 

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 132,848 132,433 

       

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額 (百万円) ─ ─ 

 普通株式増加数 (千株) 150,000 150,000 

 (うち第１種優先株式) (千株) 150,000 150,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
─ ─ 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

京浜急行電鉄㈱ 3,650,320 3,522 

東海旅客鉄道㈱ 1,252 1,452 

関西国際空港㈱ 15,940 797 

中部電力㈱ 268,463 791 

近畿日本鉄道㈱ 1,500,472 688 

関西電力㈱ 260,541 681 

日本原燃㈱ 66,664 666 

阪急ホールディングス㈱ 767,970 523 

西日本旅客鉄道㈱ 1,000 497 

中国電力㈱ 202,388 495 

㈱平和堂 150,000 391 

京阪電気鉄道㈱ 739,950 375 

東京湾横断道路㈱ 6,440 322 

首都圏新都市鉄道㈱ 6,000 300 

中部国際空港㈱ 5,080 254 

名古屋鉄道㈱ 500,536 222 

九州電力㈱ 82,291 218 

北陸電力㈱ 80,583 198 

札幌駅総合開発㈱ 257,420 160 

㈱横須賀テレコムリサーチパーク 3,200 160 

帝国石油㈱ 110,000 156 

スズキ㈱ 52,500 142 

北海道電力㈱ 54,116 136 

その他97銘柄 1,832,231 1,413 

計 10,615,357 14,568 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 無形固定資産については、資産総額の１％以下につき、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略

した。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 7,671 103 167 7,607 5,790 154 1,817 

 構築物 1,033 ― ― 1,033 862 11 171 

 機械装置 2,213 26 426 1,813 1,675 26 137 

 船舶 604 ― 604 ― ― 4 ― 

 車両運搬具 432 ― 143 289 265 5 23 

 工具器具・備品 3,678 83 195 3,566 3,210 55 355 

 土地 7,555 39 16 7,578 ― ― 7,578 

有形固定資産計 23,190 253 1,554 21,888 11,804 257 10,083 

無形固定資産               

 特許権 ― ― ― 4 2 0 1 

 ソフトウェア ― ― ― 1,157 694 163 462 

 その他無形固定資産 ― ― ― 337 0 0 336

無形固定資産計 ― ― ― 1,499 698 164 800 

長期前払費用 765 29 257 537 318 60 218 

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



【資本金等明細表】 

  

(注) 当期末における自己株式は、普通株式1,401,298株である。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 13,341 ― ― 13,341 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (133,646,504) (―) (―) (133,646,504)

普通株式 (百万円) △1,658 ― ― △1,658 

第一種優先株式 (株) (60,000,000) (―) (―) (60,000,000)

第一種優先株式 (百万円) 15,000 ― ― 15,000 

計 (株) (193,646,504) (―) (―) (193,646,504)

計 (百万円) 13,341 ― ― 13,341 

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

資本準備金           

 株式払込剰余金 (百万円) 9,926 ― ― 9,926 

計 (百万円) 9,926 ― ― 9,926 

利益準備金及
び任意積立金 

― (百万円) ― ― ― ― 

計 (百万円) ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金   2,529 2,043 133 ― 4,439 

完成工事補償引当金   502 659 502 ― 659 

工事損失引当金   ― 225 ― ― 225 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金預金 
  

  

ｂ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)決済月別内訳 
  

  

区分 金額(百万円) 

現金   52 

預金     

 当座預金 35,858   

 普通預金 16,455   

 通知預金 1,619   

 定期預金 19 53,953 

計   54,006 

相手先 金額(百万円) 

第一交通産業㈱ 1,165 

章栄建設㈱ 1,082 

福井南部商業開発㈱ 540 

㈱平和堂 473 

㈱奥村組 445 

その他 4,783 

計 8,490 

決済月 金額(百万円) 

平成18年４月 2,312 

    ５月 1,417 

    ６月 1,905 

    ７月 1,185 

    ８月 742 

    ９月 852 

    10月以降 73 

計 8,490 



ｃ 完成工事未収入金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)滞留状況 
  

  

ｄ 未成工事支出金 
  

  
期末残高の内訳は下記のとおりである。 

  

  

ｅ 材料貯蔵品 
  

  

相手先 金額(百万円) 

三井不動産㈱ 6,462 

国土交通省 5,924 

武蔵浦和駅第８－１街区市街地再開発組合 3,186 

三井不動産㈱・住友不動産㈱・㈱明豊 2,842 

ＫＤＤＩ㈱ 2,700 

その他 66,736 

計 87,852 

計上期別 金額(百万円) 

平成18年３月計上額 86,734 

平成17年３月以前計上額 1,118 

計 87,852 

期首残高(百万円) 当期支出額(百万円) 
完成工事原価への振替額

(百万円) 
期末残高(百万円) 

11,473 245,237 243,495 13,216 

材料費 1,754百万円 

労務費 214  

外注費 6,640  

経費 4,607  

計 13,216  

区分 金額(百万円) 

仮設機材 8 

その他 34 

計 42 



ｆ 未収入金 

  

  

② 負債の部 

ａ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)決済月別内訳 
  

  

区分 金額(百万円) 

ＪＶ工事未収入金 18,219 

未還付労災保険料 943 

その他 3,572 

計 22,736 

相手先 金額(百万円) 

住友石炭鉱業㈱ 2,076 

ジオスター㈱ 645 

鹿島建設㈱ 553 

ダイダン㈱ 504 

㈱きんでん 489 

その他 29,050 

計 33,320 

決済月 金額(百万円) 

平成18年４月 8,332 

    ５月 8,837 

    ６月 7,771 

    ７月 8,378 

計 33,320 



ｂ 工事未払金 
  

  

ｃ 短期借入金 
  

(注) シャイニングパートナーズリミテッドに対する借入金は、平成18年４月17日付で全額返済している。 

  

ｄ 未成工事受入金 
  

(注) 損益計算書の完成工事高265,569百万円と、上記完成工事高への振替額180,702百万円との差額84,866百万円は、完成工事未

収入金の当期発生額である。なお、「① 資産の部 ｃ 完成工事未収入金 (ロ)滞留状況」の当期計上額86,734百万円との差

額1,867百万円は消費税等部分の未収入金である。 

  

ｅ 預り金 
  

  

相手先 金額(百万円) 

鹿島建設㈱ 2,479 

ケーアンドイー㈱ 1,504 

清水建設㈱ 1,079 

住友石炭鉱業㈱ 773 

大成建設㈱ 739 

その他 53,507 

計 60,085 

相手先 金額(百万円) 

シャイニングパートナーズリミテッド 7,801 

三菱UFJ信託銀行㈱ 3,491 

㈱北陸銀行 3,420 

㈱群馬銀行 3,317 

㈱りそな銀行 2,880 

その他 18,153 

計 39,062 

期首残高(百万円) 当期受入額(百万円) 
完成工事高への振替額

(百万円) 
期末残高(百万円) 

11,145 183,413 180,702 13,855 

相手先 金額(百万円) 

ＪＶ工事預り金 11,973 

預り消費税等 5,676 

その他 1,898 

計 19,547 



ｆ 長期借入金 

  

  

相手先 金額(百万円) 

住友信託銀行㈱ 3,208 

㈱福井銀行 3,120 

㈱北国銀行 2,883 

㈱三菱東京UFJ銀行 2,058 

㈱群馬銀行 1,400 

その他 6,552 

計 19,221 



(3) 【その他】 

該当事項なし。 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)１ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により、定款の一部変更が行われ、単元未満株式の買増しを請求できることと

なった。なお、「単元未満株式の買増し」に係る取扱場所、株主名簿管理人、取次所、買増手数料については、「単元未満

株式の買取り」と同じである 

２ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により、定款の一部変更が行われ、公告の方法は、電子公告に変更となった。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して

行う。 

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりである。 

 http://www.kumagaigumi.co.jp/index.html 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券の５種類。 
ただし、100株未満の株式については、その株数を表示する株券を発行することがで
きる。 

中間配当基準日 ― 

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 新株券１枚につき300円 

  株券喪失登録手数料 申請１件につき10,000円、申請に係る株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

１  臨時報告書   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号の規定(代表取締役の異動)に
基づく臨時報告書 

  平成17年４月１日 
関東財務局長に提出 

  
２  

  
半期報告書の訂正
報告書 

    
半期報告書(第68期中)に係る訂正報告書 

    
平成17年６月１日 
関東財務局長に提出 

  
３  

  
臨時報告書 

    
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号の規定(代表取締役の異動)に
基づく臨時報告書 

    
平成17年６月28日 
関東財務局長に提出 

  
４ 
  

  
有価証券報告書及
びその添付書類 

  
  

事業年度 
（第68期） 

  
 自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日 

  
  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 

  
５ 
  

半期報告書   (第69期中) 
  
 自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日 

  
  
平成17年12月19日 
関東財務局長に提出 

  
６  

  
臨時報告書 

    
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号の規定(代表取締役の異動)に
基づく臨時報告書 

    
平成18年２月３日 
関東財務局長に提出 

７ 
  

臨時報告書の訂正
報告書 

  

  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号の規定(代表取締役の異動)に
基づく臨時報告書の訂正報告書 

  
平成18年３月13日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

株式会社熊谷組 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社熊谷組の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社熊谷組及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

監査法人芹沢会計事務所 

代表社員   公認会計士  芹  沢  英 之 介  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  山  﨑  清  孝  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  野  口  哲  生  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

株式会社熊谷組 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社熊谷組の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社熊谷組及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  
  
  
  
  
  
  
  

監査法人 芹沢会計事務所 

代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士  山  﨑  清  孝  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  野  口  哲  生  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

株式会社熊谷組 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社熊谷組の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社熊谷組の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

監査法人芹沢会計事務所 

代表社員   公認会計士  芹  沢  英 之 介  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  山  﨑  清  孝  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  野  口  哲  生  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

株式会社熊谷組 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社熊谷組の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社熊谷組の平成１８年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

監査法人 芹沢会計事務所 

代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士  山  﨑  清  孝  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  野  口  哲  生  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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